
時代に即した組織運営・人材戦略に関する分科会

参考資料集

＜目次＞

参考資料１ 分科会の概要、構成員名簿･････････････････････････････････････１

参考資料２ 分科会における議論について･･･････････････････････････････････４

参考資料３ 組織のあり方について･････････････････････････････････････････20

参考資料４ 人事管理のあり方について･････････････････････････････････････39

参考資料５ 組織運営・人材管理に関する自治体アンケート結果･･･････････････64

参考資料６ 地方自治体職員の採用・確保に関する公務員部内アンケート結果･･130

参考資料７ 人事行政諮問会議最終提言（概要）････････････････････････････139



分科会の概要①

１ 目的

組織内外に様々な困難や制約条件を抱える中で、変革する社会を反映した持続可能な自治体運営を行うには、リー
ダーの役割や目標の掲げ方、ダイバーシティ・インクルージョンなどの組織のあり方、人事部門の組織・体制やシステム化、人
的情報開示などの人事管理のあり方、デジタル活用や他主体との連携などの業務遂行のあり方に関して、どのような戦略や
特色を持った組織であるべきか、検討を行う。

２ 構成員

分科会の構成員は別紙のとおりとする。

（主なテーマ）

⚫ 組織のあり方［リーダー（首長・幹部）の役割、目標の掲げ方（職員像、MVV

（ミッション・ビジョン・バリュー）、ダイバーシティ・インクルージョンなど）

⚫ 人事管理のあり方［人事部門の組織・体制、システム化、人的情報開示など］

⚫ 業務遂行のあり方［デジタル活用、他主体との連携など］

参考資料１
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分科会の概要②

３ 座 長

（１）分科会には、分科会長を置く。分科会長は、「社会の変革に対応した地方公務員制度のあり方に関する検討会」
（以下、「検討会」という。）の構成員のうちから、座長が指名する者とする。

（２）分科会長は、会務を総理する。
（３）分科会長に事故があるとき又は分科会長が欠けたときは、分科会長が指名する者が、その職務を代理する。

４ 議 事

（１）分科会の会議は、分科会長が招集する。
（２）分科会長は、必要があると認めるときは、必要な者に分科会への出席を求め、その意見を聴取することができる。
（３）分科会が行う検討の内容については、検討会に対し、報告を行うこととする。

５ 雑 則

（１）分科会の庶務は、総務省自治行政局公務員部公務員課において処理する。
（２）これに定めるもののほか、分科会に関し必要な事項は、分科会長が定める。
（３）分科会の会議は、原則として公開しないが、会議の終了後、配布資料を公表するとともに、議事概要を作成し、

これを公表するものとする。ただし、分科会長が必要があると認めるときは、配布資料の一部を非公開とすることがで
きる。

６ 想定スケジュール

今後、必要に応じ、関係者からのヒアリングなども実施しながら、令和７年夏を目途にとりまとめを行う予定。
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構成員名簿

伊藤 正次 東京都立大学法学部教授

稲継 裕昭 早稲田大学政治経済学術院教授

井上 健次 全国町村会（毛呂山町長）

太田 匡彦 東京大学大学院法学政治学研究科教授

大屋 雄裕 慶應義塾大学法学部教授

笠井 喜久雄 全国市長会（白井市長）

地下 誠二 公益社団法人経済同友会 地域共創委員会委員長

（株式会社日本政策投資銀行 代表取締役社長）

馳 浩 全国知事会（石川県知事）

三輪 和夫 公益財団法人日本消防協会理事長

（一般財団法人地方自治研究機構前理事長）

横田 響子 株式会社コラボラボ代表取締役

（五十音順、敬称略） 3



分科会における議論について

※ 本資料は、各分科会において出された意見等について、報告書の目次に沿って、関連する意見をまとめたものである。
事務局が議事録を基に要約したものであり、実際の委員の発言とは異なることに留意。

参考資料２
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第３（２）① 現状を把握するためのサーベイ

○ 自治体の組織に関する研究や分析はこれまでも行われてきたが、特に人事運用に関する情報は、組織内で
秘伝とされ、外部に出ることが少なかった。行政組織間で人事運用に関するノウハウを共有することが重要
であり、そのためにまずは実態を把握し、可視化する作業が必要。

○ 今の若い方が描くライフプランやキャリアの理想像について、昔の世代から変化している。一つの職場に
長く勤めるという方もいれば、むしろ多様な経験を積んでいくことを重要視する人も増加している。官民を
相互に行き来できるようなあり方を目指すことが望ましいのではないか。これが若い方の観点から合致して
いるのか、意見を聴取できればよい。

○ 自治体職員へのアンケートそれ自体の内容も重要であるが、職員の考え方を頻繁に把握すること自体が重
要である。また、職員が自分たちの考えや意見が生かされているという実感を持つことが重要である。

○ 自治体もアンケートをやっていると思うが、パルスサーベイのような仕組みもある。民間のものを導入し
た生駒市の例もあるが、費用がかかる。国からの援助なども視野に入れていただきたい。

○ 人材育成・人事担当部局に専任担当を置く際、健康管理や働きやすい職場づくりのために医療関係者を置
くことが考えられるのではないか。
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第３（２） ② タレントマネジメント

○ 自治体職員は、人事異動によって、これまで土木や水道の業務に従事してきた方が公立大学へ異動するな
ど、これまでの経験と全く異なる分野の業務に従事することが想定される。この状況を肯定的に打ち出すた
めの方策が必要である。通常、たとえ本人が高いモチベーションを有していたとしても、ある分野を担当す
るまで本人の適性の有無は不明であるところ、自治体では、本人に適性がないことが判明すれば、その幅広
い業務の中から本人の適性のある部署へ異動させることが可能である。各自の適性を把握し、それに応じた
業務を目指すことのできる職場を実現するためには、タレントマネジメントシステムが必要と考える。

○ タレントマネジメントシステムについて、小規模ではない自治体にとっては、コストに見合う価値がある
のではないかと感じた。専門人材も含め自治体間で人材の奪い合いをするのではなく、各自治体間で人材の
状況をシェアしながら協力して確保を進めるあり方も考えられるのではないか。

〇 民間では、人事管理に関する各種制度、システムの導入が進んでおり、今やない方が珍しいという状況で
ある。若者が就職先を選ぶ上でもこうした制度設計は必要なのではないか。

〇 多くの自治体はタレントマネジメントシステムの必要性を感じているが、導入経費の工面が難しいと考え
ている。各自治体に導入費用を支援するのではなく、総務省でプラットフォームを作成し、自治体に無償で
提供することが望ましい。

〇 総務省がタレントマネジメントシステムに関する統一的なサービスを作り、自治体に提供したとしても、
おそらく職員数の多い自治体が使用することになると思われるが、そもそも大規模団体は財政力もあるので、
各自で導入することができるのではないか。

〇 行う意向があるものの、できないと考えている町村の支援は必要である。
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第３（２） ③ 人材ポートフォリオ

○ 人事課が主導する「受動型」の人事管理ではなく、「能動型」の人事管理を取り入れることが重要。今の
年功序列の給与体系を見直すことが必要であり、またほかの論点も様々に絡んでくるだろう。

○ 東京都では、ICT職の方が、GovTech東京と本庁を行き来しながら、最先端のICT技術と行政スキルの両方
を磨いているようである。ただ、一般の市町村単独では同様の方策は当然不可能であり、自治体の規模によ
り作成されるべき人材ポートフォリオは異なるのではないか。

○ デジタル化社会の中で自治体における人材ポートフォリオはどうなるのか、策定している先進的な自治体
が既にあれば、教えていただきたい。新しい社会の中での地方自治体の人材ポートフォリオを各自治体で検
討していくというのは、重要なのではないか。

○ 一般行政職は入庁後の業務内容が不明確である一方、土木などの技術職は特定の局に配属されることが多
く、業務の内容がある程度予測できるという違いがある。採用職種間で働くモチベーションが異なることが
予想されるため、そうした違いに留意して分析を進める必要がある。

○ 部門ごとの人材ポートフォリオを提示することは、非常に価値があることだと思っている。ただ、デジタ
ル化が進展することで、例えば、創造的な仕事をする人、オペレーティブな仕事をする人などの仕事の質に
対する評価軸が変わり、人材ポートフォリオ自体も変化することになり、適宜見直しが必要である。そうし
た点も考慮に入れて、人材ポートフォリオを自治体の人材育成計画や採用に生かしていくことがよい。

〇 人材ポートフォリオの設定があってこそシステムが有効に機能するのではないか。人材ポートフォリオを
作成したい市町村が多いという結果が出ている。今後デジタル化の余地が大きいと思われる市町村の方が、
作成する意義が大きいのではないか。

〇 人材ポートフォリオを作成したいと考えている自治体の規模感も踏まえながら、導入効果が大きいと思わ
れる自治体群に焦点を当てた導入支援や事例づくりができたらよい。

7



第３（３） 組織理念の再確認

○ 地方自治法１条の２において、「地方公共団体は、住民の福祉の増進を図ることを基本として、地域にお
ける行政を自主的且つ総合的に実施する役割を広く担うものとする。」とある。自治体は幅広い業務を担う
ため、自治体ごとに特色あるかたちでＭＶＶを作成することは難しいのではないか。

〇 ＭＶＶについて検討するに当たっては、単機能のシングルミッションとしてＭＶＶを定義しやすい国の行
政機関や民間企業とは異なり、自治体はミッションの異なる幅広い業務を行っていることから、それぞれの
部署に共通するミッションを掲げる必要があること、異質な価値観を提示することにより、役所としての一
体性を阻害する可能性があることに留意する必要がある。

〇 自治体は総合行政主体であり、公益の実現を広く担うことから、ＭＶＶのストーリーを作りやすい存在で
はあるが、それぞれの部署に広く共通するＭＶＶを掲げた場合、むしろ個々の業務との結びつきが弱くなる
ことが想定される。部局ごとのＭＶＶを作らせれば、縦割りが助長されるのではないか。

○ また、自治体は首長が交代しても存在し続けるものであり、首長が交代して変わるＭＶＶは望ましくない。
ＭＶＶを作成する過程にこそ意味があるのではないか。

○ 自治体がＭＶＶを策定することは一つの方策としてあり得るのではないか。例えば、民間企業の中には、
セールスや研究開発などの「攻め」の部門、品質管理といった「守り」の部門と、異なる性質の部署を抱え
ながらも、工夫をしてＭＶＶを策定している企業もある。自治体の参考になるのではないか。

○ ＭＶＶが策定された後、その実践や運用を着実に行っていくことが重要である。

○ 広島県くらいの抽象度であれば、策定することは可能ではあるものの、その意義には疑問が残る。また、
トップダウンか、ボトムアップか、策定手法も工夫する必要がある。

○ ＭＶＶは、非常に抽象度が高いものではある。広島県の場合は、職種ごとのコンピテンシーを設定し評価
基準と組み合わせている。時代とともにＭＶＶも変化をし、それに伴い必要な人材も見極めていくことが重
要ではないか。
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第３（４）① 人事評価の適切な活用

○ 国の報告書でもタレントマネジメントシステムが課題として挙げられている。他方で、人事評価制度が
整っていない自治体もあり、まずは、人事評価を含めた人事管理の仕組みを作っていく必要がある。

○ 自治体の若手と意見交換する場で、評価をもっときっちりやってほしい、頑張っても評価されないという
意見が強いと実感。

〇 人事評価は能力評価と業績評価の２本柱だが、業績評価への信頼が低い。能力評価を昇任等に活かした方
がよいという意見もある。

〇 国も地方も多様な経歴・能力を持つ職員が増えている。外部で得たスキルを昇進に反映させていく仕組み
についても留意する必要がある。
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第３（４）② 管理職の確保

（給与）

○ 自治体の管理職の給与は、国見合いではなく、職責に見合う給料とする必要がある。また、管理職になる
と残業代の支給がなくなり、給与水準が低下する場合がある。管理職を確保するためには、こうした給与体
系を見直していく必要がある。

○ 管理職の確保のための方策を議論する際、給与を上げるという方策を採ることはできないという前提に議
論を進めているように思える。給与以外の細かい労働条件を改善しても、管理職の確保が進むのか、疑問に
思うところもある。

〇 管理職自身、その処遇が不十分であると感じているものの、そのまま業務をやらざるを得ないという状況
なのではないか。令和６年度の人事院勧告により、国の室長級以上の管理職の処遇は改善されたが、それは
県の部長級相当以上であり、自治体の多くの管理職の処遇は十分に改善していない。この状況を存置すれば、
今後ますます管理職の希望が減る傾向が加速するのではないか。

〇 令和６年度の人事院勧告により、国の室長級以上の給与については、より職責を重視した俸給体系となる
よう見直しがなされた。他方で、自治体の管理職層において、こうした職責を重視した給料体系が十分に導
入されていないのではないか。

〇 若手は管理職の処遇やキャリアを理解できていない。給与のモデルを示せば、伝わりやすくなるのではな
いか。
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第３（４）② 管理職の確保

（業務）

○ 一般職員にアンケートを取ると、責任が重いこと、議会対応が大変であること、部下の面倒も見なくては
ならないこと、（特に女性の場合）家庭を優先したいことから管理職になりたくないという意見がある。管
理職のやりがいをいかに見いだしていくかが今後の課題かと思う。

○ 管理職の確保が課題である。昇任試験を実施している団体は約２割あるが、管理職試験の受験者が減少し
ている自治体はあり、管理職の仕事にやりがいがあるように見えない、管理職はワークライフバランスがと
れないといったネガティブなイメージを持っている職員が多いと感じている。

○ 管理職もワークライフバランスを取ることができているという姿を見せることが大切である。

（マネジメント）

○ 部下職員の非定型的な業務が増加しマネジメントの難易度が上がっている中で、幹部、管理職が担うべき
役割を改めて考えることが必要である。また、時代に合わせた管理職業務のアップデートも必要である。

〇 最近は、管理職を中心としてマネジメント疲れが出ているのではないか。自治体の規模感によってどの程
度のマネジメントを求めるのか、柔軟な対応があってもよい。

〇 人材ポートフォリオやタレントマネジメントシステムも一定程度必要ではあるが、これらへの対応が管理
職の負担となり、疲弊を招いている側面もある。

〇 管理職側が機能し得ているのか、チェックする調査も（エンゲージメント調査）も実施してはどうか。
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第３（４）② 管理職の確保

（確保策）

〇 現場を引っ張る管理職の育成を県で一括して行うのか、市区町村それぞれで行うのか、どちらのあり方が
望ましいか検討を進める必要がある。

〇 国は出向などにより若いうちに管理職を経験する機会に恵まれている。一方、自治体は、管理職になる際、
プレイヤーからマネージャーに大きく変わる。管理職の確保のためにも、キャリアパスとして、プレイヤー
の側面もある管理職やスタッフ職になるといった選択肢を提示することがよいのではないか。

〇 マネジメントとプレイヤーで大変という人にとっては、マネージャーとプレイヤーを分けるような工夫も
必要というニュアンスの方が伝わるようにしてほしい。

〇 規模の大きい自治体の中には、プレーヤーとマネジメントを分担する担当課長制度を導入しているところ
もある。

○ 観光・経済等の、自治体にとって前向きな施策については、自治体間の連携が進む一方、困難な施策はほ
とんど進まないという状況にあるのではないか。今後人手不足という制約の中で、自治体職員に特に必要と
される企画力、交渉・折衝力といった困難な課題を解決していく能力が十分にあるか疑問である。

（管理職の確保における首長の役割）

〇 管理職は、施策の実施について首長に絶えず相談をする。首長の公約の実現のためにも管理職は必須の存
在であり、その確保のためには首長の果たす役割は大きいのではないか。
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第３（４） ③ 専門人材を含めた公務人材の確保に向けた人材シェアの取組等

（専門人材を含めた公務人材の確保）

〇 今以上に人材が官と民を相互に行き来することを前提とした制度設計を行う必要があるのではないか。

〇 職員採用が厳しくなり、採用倍率が大幅に低下しているため、経験者採用やカムバック採用への転換が求
められている。また、働き方改革を通じて、職場への愛着を感じてもらえるような取組みも必要である。

〇 離職者数の増加、精神疾患による休職者の増加、男性育休の増加等により、職員数が足りておらず、限ら
れた職員で組織を回すのが難しい状況。

〇 職員の働き方と意欲をどう上げて、住民サービスにつなげていくか、最終的には首長の資質が問われるの
ではないか。

〇 金額だけでなく、世間が仕事を評価しているということがモチベーションになる。
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第３（４） ③ 専門人材を含めた公務人材の確保に向けた人材シェアの取組等

（専門人材を含めた公務人材の確保）

〇 民間の就活活動時期に合わせて、公務員の採用活動も前倒しにすることは、大学の立場からすると耐えが
たいものがある。また、ここでいう専門性は学士程度の専門性であることを前提とする必要がある。

〇 採用試験の時期について、国家公務員は２年生から受けられるようになり、４年生で採用試験を受けると
いう選択をする学生は少なくなってきている。民間就活をしながら公務員試験を受けることは現実的ではな
いという印象。

〇 大学関係者としては、就活ではなく学業に専念してほしいという思いはあるが、民間就活の早期化が進み、
国家公務員採用試験を受けられる年齢も引き下げられた。地方公務員の採用試験の早期化についても対応が
必要なのではないか。

〇 人材の出入りが以前と比べて頻繁になされている中で、就活開始時期がどの程度意味を持つのかという視
点もある。必ずしも４月１日採用にこだわる必要はないように思われ、通年採用への転換などの機運を醸成
していく必要があるのではないか。
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第３（４） ③ 専門人材を含めた公務人材の確保に向けた人材シェアの取組等

（専門人材を含めた公務人材の確保）

〇 専門人材を採用するのであれば、専門的職能集団としてきちんと処遇するという思考が必要ではないか。
給与のほかに、自治体で従事することによりスキルアップし、一定のポジションに昇進できるキャリアパス
を描けているのか。こういった論点が人事管理の論点から抜けているのではないか。

〇 民間企業に比して待遇で劣るため、専門人材を新規採用で確保するのは難しくなってきている。待遇改善
を進めることも重要ではあるが、新規採用による人材確保だけではなく、リボルビングドアを進めていくこ
とが必要なのではないか。

〇 将来的に自分の専門性を活かせるキャリアプランがはっきりしていれば、必ずしも専門性を活かすことが
できないような様々な業務も若いうちの経験として納得して取り組むことができるのではないか。

〇 民間企業との競争を意識して、地方公務員の採用時期を前倒しすることは、各団体の判断としてあり得る
のではないか。通年採用や経験者採用を柔軟に運用することで、人材を獲得する余地があるのではないか。

〇 自らの自治体の課題、他の自治体や民間の動向に対する認識を持つことは入口として重要である。規模に
よって様々な対応があるだろう。

〇 民間・各団体間で人材の取り合いとなっている中で、その地域にどのような課題や特色があり、どのよう
な能力を発揮することができ、その結果どのように成長することができるのか、採用活動の本質が問われて
いるのではないか。また、システムにとらわれるのではなく、地域の課題や特色を打ち出していくことが重
要なのではないか。

〇 民間を含めて、人の異動のあり方、キャリアのあり方がもう一段先に進んでいるのではないか。
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第３（４） ③ 専門人材を含めた公務人材の確保に向けた人材シェアの取組等

（人材シェア）

○ 県が市町村の事務を補完するという形で、要はプールで採用して派遣をするということについて、進めて
ほしいという意見、あるいは難しいという意見も紹介されている。令和７年度の地方財政措置において、Ｄ
Ｘ人材について同様の施策が新しく打ち出されている。同様の仕組みとして、土木技術職員の都道府県で
プールして派遣する制度というものがあるが、この制度の活用状況や、どれだけ有用であるのか、もし分か
るようなものがあれば、お示しをいただきたい。

○ 技術職員の派遣について、各都道府県の実情の違いに応じた制度設計を考える必要がある（例えば、広島
県の場合、県内に地域連携の中核となる比較的大きな自治体が散らばっていることから水平連携が可能であ
る一方、奈良県の場合、人口が北西部に集中しているため垂直連携が中心となる、という分析があった。）。

○ タレントマネジメントシステムについて、小規模ではない自治体にとっては、コストに見合う価値がある
のではないかと感じた。専門人材も含め自治体間で人材の奪い合いをするのではなく、各自治体間で人材の
状況をシェアしながら協力して確保を進めるあり方も考えられるのではないか。

〇 国と地方の間でも人材獲得競争が生じている。国が改善すると地方の希望者が減るトレードオフの関係に
あるのかもしれない。国と地方で人材を共有できないか検討する必要があるのではないか。

〇 自治体は、国の省庁間ほど人事交流が活発ではなく、かつ人事管理が閉鎖的なのではないか。より広域的
な人事管理を行うことで、一部の自治体で人材の不足が生じた際に別の自治体から人材の融通を行うことが
可能となるのではないか。

〇 小規模団体の人材確保について、民間からの派遣も限界がある。県も人手不足のため、県による補完も難
しい。一般の事務職員についても、県にインセンティブを与えて多めに採用し、市町村や離島に派遣するよ
うな仕組みがあってもよい。

〇 現状、採用試験の実施に加え、職員の育成や配置についても互いに助け合う必要があるのではないか。平
時においても人材をシェアすることを視野に入れた方がよい。
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第３（４） ④ 自治体業務の見直し・効率化等

（業務量の削減）

〇 デジタル化を進める理由は、従来のアナログな行政プロセスを廃止し、ランニングコストを削減し、長期
的に効率化を図るためである。そのためには、デジタル化する対象を明確にして取り組む必要がある。また、
行政のやるべきことというのをきちんと定めて、それ以外の対応はしないということをある段階で打ち出す
ことが、非常に重要なのではないか。

〇 民間の場合、事業計画等に基づき事業を進めており、アウトカムを踏まえて事業の見直しを不断に行って
いる。行政の場合、民間と同様のかたちで柔軟に行政サービスを見直すことは難しいが、目指すアウトカム
を実現する上で効果的な政策となるよう見直すことが重要であり、やりがいも感じられるのではないか。こ
うした点をアピールできれば、有用な人材の募集にも繋がるのではないか。

〇 官民連携を更に推進すべきではないか。より柔軟な形で民間の力を公共サービスへ投入していく必要があ
り、その余地があるのではないか。

〇 人事管理と業務遂行のあり方の見直しはセットで議論すべきである。そもそも官民通じて人材が不足して
いる中で、業務委託はコストカット効果に乏しい。委託するか否かにかかわらず支出は必要になるという前
提のもと、自前か委託かを選択するべきである。

〇 業務量の削減についても打ち出してほしい。そのために、トップの姿勢が重要。業務量の削減を伴わない
働き方改革はどこかにしわ寄せがくる。

〇 業務量の削減の問題は非常に重要。日本の自治体は概括例示主義であるため、業務が肥大化する。政治家
は業務を増やすことを考える。そうしたものと逆ベクトルとなる、業務量を縮小させるというメッセージも
必要なのではないか。

〇 これまで業務の民間委託がされてきたが、現状、民間も人手が厳しい。業務量を見直す時期に来ている。
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第３（４） ④ 自治体業務の見直し・効率化等

（国・地方間での役割分担の見直し）

〇 自治体の権限とそれに付随する業務は増加しており、特に中小規模の自治体は苦しんでいる。各自治体が
担い得ないのであれば、地方へ分配した権限を国が回収することも考えなければいけないのではないか。も
う担いきれない権限を国に戻す、水平連携を行い、事務を一括して行うことなどを強く推進することを考え
るべきなのではないか。
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その他

（報告書について）

〇 各自治体が人材戦略のどのような所で悩んでいるかを検討し、自治体の悩みに応えるような報告書が出る
と良い。

〇 自治体の規模に差があることから、多様な選択肢を示した上で、それぞれの自治体がそれぞれの課題に応
じて解決策を模索していくべき、と明記していただきたい。

〇 各自治体の課題や人的リソースに応じて、適切な解決手法を選択していくことが必要ではないか。

（その他）

○ 自治体におけるデジタル技術の活用について、各課がその導入をＤＸ部署に丸投げし、ＤＸ部署が疲弊し
ているという話を聞く。ＤＸ部署とその他の部署の役割分担を明確にする必要があるのではないか。
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組織のあり方について

参考資料３
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ミッション・ビジョン・バリュー（MVV）について

ポスト・コロナ期の地方公務員のあり方に関する研究会での議論

＜研究会報告書（抜粋）＞
１ 求められる職員像の明確化

対応すべき中長期的な課題や地域のあり方など、それぞれの地方公共団体が置かれた状況を
踏まえ、職員の自主性や多様性の発揮に留意しつつ、求められる職員像や行動指針、組織の目
指すべき姿等について明らかにするとともに、各職務分野や職位に応じて求められる知識・技
能等について明らかにしておくことは、各地方公共団体が計画的に必要な人材の育成・確保を
行う際、また、職員自身による自発的な能力開発を促進する際の参考として有益であることか
ら、これを明確化することが望ましい。

＜研究会における委員意見（要旨）＞
〇 ＯＪＴで（職務内容の）理解を深める取組というのは、鎌倉市役所では大分機能しなく

なってきたなという感覚が。
ＯＪＴに任せることによって、やっぱり職員を育てていくということが、しっかりとでき

切れていなかった。もちろん、もっとそれを中心に据えればみたいなところはあったかもし
れませんけれども、そんな印象を持っていたりします。
ですので、どちらかというと、やっぱり今、職員のアンケートなどを取ってきても出てくる、
組織の目指すべき方向みたいなことが分からないなどという率直な意見なども頂くのですけ
れども、将来的なビジョンを、もっと全体として繰り返し共有しながら、同じ方向を向ける
１つのチームとして取り組んでいくということの重要性というのを感じている部分であった
りします。

21



企業における組織運営・人材戦略の動き

○ デジタル化、脱炭素、ポストコロナ社会など、経営環境の複雑困難化が進む中、非財務情報の中核たる
「人的資本」が極めて重要な経営課題に。

→ 2023年３月期から上場企業等を中心に人的資本の情報開示が義務化。持続的な企業価値向上のためにも、
経営戦略と連動した人材戦略の検討・実践に取り組む企業が増加。

○ 競争優位の源泉として人材の重要性が増す中、タイムリーに質の高い従業員を獲得するため、人材に関する方針
を「ストーリー」として組織内外に語れることが重要。従業員との間でも選び・選ばれる対等な関係とすることが
必要。また、「人を大事にする」とのメッセージ発信も重要。

○ 取組にはトップのコミットメントが必須。また、部下育成は上司の役割であるとの意識改革とそのための管理職
層の支援も重要。

○ 「人材戦略」の指す内容や範囲は企業により異なるが、形式的な戦略の執筆に注力するのでなく、自社のビジネ
ス展開のネックになる人事課題を特定し、これに対応する方針を経営戦略と連動させて人事部門が議論をリードし、
具体的打ち手（施策）を実行するという流れ。
（人材戦略を実現するための具体的施策を実行して社員に浸透させることを重視しており、その裏付けとなる考え
方としての人材戦略を必ずしも文字化することにこだわっているわけではない。）

○ MVV(ミッション・ビジョン・バリュー）は、中途採用者の増加、ダイバーシティ・インクルージョンが進む中、
人材の同質性の高い組織から多様な組織へと転換する中で、組織統合を図るために有効。

○ モデル的な検討手順としては、あるべき人材ポートフォリオに関するAs Is-To Beの差分分析から、採用・育
成・リスキリングの考え方、具体的施策を定める、ということになるが、経営陣、管理職、組合との調整、社員へ
の浸透も含め、中長期（年単位）にわたり相当の時間と労力をかけて検討。

○ 具体的施策の内容には企業によって差があるが、中途採用の拡大、社内公募（手挙げ異動）、1on1の実施などは
共通性の高い取組。他方、企業理念に紐付く独自性の高い取組にもこだわり。

【出典】 ヒアリング、公表資料などに基づき、事務局において作成。
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人事院のミッション・ビジョン・バリュー①

公務員を元気に 国民を幸せに

私たち人事院は、国家公務員が働きがいを持って、
いきいきと仕事ができる環境を創り出します。
これを通じて、行政サービスの向上を実現し、国民
の幸せを目指します。

多様な才能が集い磨きあう 活気ある公務へ

多様な人材と才能が集まり、能力を発揮し磨きあう
職場－それは、新たな課題に立ち向かうことができ
る、活力と創造性の溢れる職場です。
私たち人事院は、皆が働きたいと思う、そんな公務
を創り上げていきます。

自由に異見を
自由に自らの意見を述べ、異なる意見にも耳を傾け
ます。よりよい施策に向けて柔軟に発想します。

ユーザー視点で
国民を常に意識し、国家公務員一人一人をはじめ
ユーザーの立場で施策を考えます。

まなざし広く
国内外の様々な場所で様々な仕事をする国家公務員
の実情を知り、施策に活かします。

プロフェッショナルとして
常に自己研鑽し確かな知の蓄積を背景に、誠実・公
平・客観的に施策を考え、責任を持って判断します。

失敗恐れず積極果敢に
困難な課題にも挑戦します。変化を恐れず自ら積極
的に行動を起こします。

ミッション

ビジョン

バリュー

※人事院ホームページを参考に事務局作成 https://www.jinji.go.jp/content/000001467.pdf 23



人事院のミッション・ビジョン・バリュー②

人事院におけるミッション・ビジョン・バリュー策定のプロセス

※「人事院月報2024年4月号」を参考に事務局作成

＜策定の経緯＞

〇 近年、多様で有為な人材の確保や育成、長時間労働の是正を始め、国家公務員が能力を発揮できる職場環境や
処遇の実現といった組織横断的に対応すべき課題に直面していることなどを踏まえ、職員が一丸となってこうした
課題に取り組んでいくため、組織全体の共通意識として、日々の行動の拠り所となるものを生み出す必要があった。

〇 このような状況認識の下、今こそＭＶＶを策定するタイミングであるとして、人事院職員が日々の仕事の中で
【拠り所にできる指針】づくりが始まった。

＜策定プロセス＞

〇人事院ＭＶＶプロジェクトチーム（「ＭＶＶ－ＰＴ」）発足（各部局の係員から課長級までの19名のメンバー）
〇対話セッション（概ね２～３週間に１回程度実施）
〇人事院内への情報提供

・全職員を対象とした説明会（対面又はＷＥＢ）を実施
・ＭＶＶ－ＰＴの活動状況やＭＶＶの基本情報について、３分程度のショート動画を作成して全職員に周知
・ＭＶＶを策定している民間企業の人事担当者による講演会を開催

〇ワークショップ（「ＷＳ」）の実施
・フルバージョンＷＳ（ＭＶＶ－ＰＴのメンバー及び公募で集まった有志の職員が対象）
・幹部・管理職員ＷＳ（局長級職員も含めた管理職以上の職員が対象）
・課長補佐〜係員級・地方事務局ＷＳ（課長補佐から係員級までの職員及び地方事務局の職員が対象）

〇ＷＳ結果の統合作業
〇ＭＶＶの作成作業（言語化）

・ＭＶＶ－ＰＴでの議論
・組織内（課長級～局長級、地方事務局長、事務総長・人事官・総裁等）での議論・職員全体への説明

＜今後の取組＞
・それぞれの職員における浸透に向けた施策として、ＭＶＶを一枚の絵で表現するイラストを作成して公表。

（人事院のパンフレットへの掲載のほか、ＭＶＶの浸透・啓発の活動においても用いていく予定）

【令和３年11月:検討開始～令和６年１月:策定】
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デジタル庁のミッション・ビジョン・バリュー①

誰一人取り残されない、人に優しいデジ
タル化を。

一人ひとりの多様な幸せを実現するデジタル社会を
目指し、世界に誇れる日本の未来を創造します。

一人ひとりのために

私たちは、この国とともに歩む人々の利益を何よりも優
先し、高い倫理観を持ってユーザー中心のサービスを提供
します。声なき声にも耳を傾け、一人ひとりに寄り添うこ
とで、誰もがデジタルの恩恵を受ける社会をつくります。

常に目的を問い

私たちは、前提や慣習を前向きに疑い、世界に誇れる日
本を目指し、新しい手法や概念を積極的に取り入れます。
常に目的を問いかけ、「やめること」を決める勇気を持ち、
生産性高く仕事に取組みます。

あらゆる立場を超えて

私たちは、多様性を尊重し、相手に共感し、学び合い補
い合うことによって、チームとして協力して取組みます。
また、相互の信頼に基づいて情報の透明性が高い、オープ
ンで風通しのよい環境をもとに、自律して行動します。

成果への挑戦を続けます

私たちは、過度な完璧さを求めず、スピーディーに実行
し、フィードバックを得ることで組織として成長します。
数多くの挑戦と失敗からの学びこそがユーザーへの提供価
値を最大化すると信じ、先駆者として学びを社会へと還元
しながら、成果への挑戦を続けます。

優しいサービスのつくり手へ。

 Government as a Service

国、地方公共団体、民間事業者、その他あらゆる
関係者を巻き込みながら有機的に連携し、ユーザー
の体験価値を 最大化するサービスを提供します。

大胆に革新していく行政へ。

 Government as a Startup

高い志を抱く官民の人材が、互いの信頼のもと協
働し、多くの挑戦から学ぶことで、大胆かつスピー
ディーに社会 全体のデジタル改革を主導します。

ミッション

ビジョン

バリュー

※デジタル庁ホームページを参考に事務局作成 https://www.digital.go.jp/about/organization 25



デジタル庁のミッション・ビジョン・バリュー②

○ミッション・ビジョン・バリューの定義付け
・ミッション：デジタル庁は、誰のために存在するのか
・ビジョン ：デジタル庁が目指す、組織としてのあるべき姿とは何か
・バリュー ：職員はどのような価値観を持ち、日々どのように行動すべきか

○ミッション・ビジョンの策定
「デジタル社会の実現に向けた重点計画」(令和3年6月18日閣議決定)をもとに、職員との議論を重ねて最終化。

○バリューの策定

＜バリューが必要な理由＞
デジタル庁は、民間人材と官僚という異なる前提を持った人材が組織内部に同居。考え方の前提が異なる人材が

混在する組織では、判断基準を全員で揃えて職務に当たる必要があり、共通の価値観としてのバリューが不可欠。

＜策定プロセス＞
・ボトムアップによる策定を最も重視。
・様々な背景を持つ職員全員の声が反映され全員が納得できるものにするため、一人ひとりが議論に参加し、異な
る考え方に直接触れ、思考し、自分ごととして捉えることで、考えの違いを理解し、互いに相手に共感しながら、
組織として一枚岩になっていく。

◆ 具体的な策定プロセス
(1) 第1回バリューワークショップ（アイデア出し）
(2) 第2回バリューワークショップ（コンセンサス形成）
(3) 第3回バリューワークショップ（ブラッシュアップ）
(4) アンケートフォームでの意見募集（最終化）
(5) デジタル大臣・デジタル監・デジタル審議官の承認

⇒ バリューは策定することがゴールではなく、それが浸透し、日々の意思決定の瞬間で使われ、行動や言動に
反映され、組織カルチャーとして積み重なっていくことが重要。

デジタル庁におけるミッション・ビジョン・バリュー策定のプロセス

※デジタル庁ホームページを参考に事務局作成 https://digital-gov.note.jp/n/n8d6ecb0393c7

【令和３年５月:検討開始～令和３年10月:策定（※）】

※ミッション・ビジョンは令和３年９月、
バリューは同年10月に策定
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財務局の使命と目指す職員像①

わたしたち財務局は、地域に根差し、財政や国有財産、金融等に関する施策を実施します。
その際、地域と連携しつつ、組織としての総合力を発揮して、地域貢献に取り組みます。

さらに、財務省と金融庁の施策を広報するとともに、地域の声や経済の実態を本省庁に伝達
し、効果的な施策の形成に寄与します。

こうした取組を通じて、地域経済、ひいては我が国経済の健全な発展に貢献し、安心で豊か
な社会の実現を目指します。

財務省・金融庁と地域のつなぎ役となり、国・地方の双方に貢献する高い志を持って職務に
取り組みます。その際、現場に足を運んで地域の実情及びニーズを的確に把握し、地域への貢
献を通じて、国民の信頼に応えます。

社会経済情勢の変化に的確に対応できるよう、財政、国有財産、金融、経済等の職務に必要
な専門知識と幅広い見識を深め、学び続ける姿勢を大切にします。

使命

目指す職員像

※財務省財務局ホームページを参考に事務局作成 https://lfb.mof.go.jp/about_lfb/shimei.html 27



財務局の使命と目指す職員像②

財務局の使命と目指す職員像策定のプロセス

※「ファイナンス 2023年７月号」を参考に事務局作成

＜策定の経緯＞

〇 財務局では、財政や国有財産、金融等の財務省・金融庁に関する多種多様な業務を所掌しているが、
個々の業務を見ると職員共通の「強み」といったものが見えにくく、財務局のアイデンティティは何か
といったことについて長く模索が続けられてきた。こうしたことを背景に、平成21年に「財務局の使
命」を策定し、同時に「求められる職員像」も明確化した。

〇 この「財務局の使命と求められる職員像」の策定から10年以上が経過し、その間、「地域連携」の取
組が今や財務局の組織文化に成長していることの反映や、「財務省の組織理念」との整理を求める声が
あることなど、組織内外の変化を踏まえた必要な見直しを検討するため、令和４年夏以降、大臣官房地
方課内で事務的に検討を開始した。（令和５年６月改定）

＜策定プロセス＞
〇地方課内で係長級職員を中核に、課内横断的な「財務局の使命等に係るプロジェクトチーム(PT)」を発足

〇財務局の全職員を対象にした意見募集（職員向けアンケート）を実施
⇒ 2,500件以上の意見が寄せられ、改定の是非については「賛成」及び「どちらかと言えば賛成」が9割超

〇財務局の職員との意見交換会
⇒ 全ての財務局を訪問し、全55回、約500名の様々な階層の職員と意見交換を実施

＜今後の取組＞
〇組織における「使命」の定着には、10年でも十分ではなく、20年、30年と長い時間をかけていく必要があ
ると言われており、今後は浸透と実践が重要。

〇このための取組として、「組織理念に関する意見交換会」や研修などの様々な機会を通じて、職員１人ひ
とりが「財務局の使命と目指す職員像」を見つめ直し、その浸透と実践による定着を図っていく。

【令和４年夏:検討開始～令和５年６月改定】
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ミッション・ビジョン・バリュー（MVV）を策定している自治体の事例

広島県の事例

地方公共団体における人材
マネジメント方策に関する
研究会令和３年度報告書

（Ｒ4.3）（抜粋）
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ミッション・ビジョン・バリュー（MVV）を策定している自治体の事例

広島県の事例

第２回地方公共団体における
人材マネジメント方策に
関する研究会（Ｒ3.9.8）

資料3-2より抜粋
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都道府県：内閣府「地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女性に関する施策の推進状況」

市区町村：総務省「地方公共団体の勤務条件等に関する調査結果」（採用者数は2016年度から調査）

① 採用者に占める女性の割合

都道府県の採用者に占める女性の割合について、 ２０１７年より年々増加し、

２０２２年には、第５次男女共同参画基本計画の成果目標の４０％を超える成果が見られた

ところであり、引き続き、女性職員の採用に向けた取組を推進。

地方公共団体における女性職員の採用・登用の現状

地方公共団体における女性職員の採用・登用拡大に向けた取組状況①
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内閣府「地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女性に関する施策の推進状況」

＜都道府県＞ ＜市区町村＞

② 各役職段階に占める女性の割合

【現状と課題】

・各役職段階に占める女性の割合について、全体的に見れば上昇傾向にあるが、

各役職段階での成果目標達成のために一層の取組が必要となる。

 【取組】

・地方公共団体における女性職員の活躍を進めるため、総務省としては、地方公共団体の

人事管理上の工夫や男性職員を含めた働き方改革などを後押していくための取組が必要。

地方公共団体における女性職員の採用・登用拡大に向けた取組状況②
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【 地方公共団体における公表イメージ 】

職員区分
男女の賃金の差異

（男性の賃金に対する
女性の賃金の割合）

任期の定めのない
常勤職員

XX.X％

任期の定めのない
常勤職員以外の職員

XX.X％

全職員 XX.X％

【参考】 女性版骨太の方針2022（一部抜粋）

 Ⅰ 女性の経済的自立

（１） 男女間賃金格差への対応

① 男女間賃金格差に係る情報の開示
正規・非正規雇用の日本の労働者の男女間賃金格差は、他の先進国と比較して大きい。また、日本の女性のパートタイム労働者比率は高い。

男女間の賃金の差異について、以下のとおり、女性活躍推進法に基づき、開示の義務化を行う。
（中略）
・国・地方公共団体についても同様に女性活躍推進法に基づく開示を行う。

１．全職員に係る情報

役職段階
男女の賃金の差異

（男性の賃金に対する
女性の賃金の割合）

本庁部局長・次長相当職 XX.X％

本庁課長相当職 XX.X％

本庁課長補佐相当職 XX.X％

本庁係長相当職 XX.X％

勤続年数
男女の賃金の差異

（男性の賃金に対する
女性の賃金の割合）

３６年以上 XX.X％

３１～３５年 XX.X％

６～１０年 XX.X％

１～５年 XX.X％

・
・
・

・
・
・

２．「任期の定めのない常勤職員」に係る役職段階別及び勤続年数別の情報

(1) 役職段階別 (2) 勤続年数別

➢ 女性版骨太の方針2022（令和４年６月３日政府決定）において､民間部門と同様､公務部門(国・地方公共団体)において､

男女間の賃金の差異について､女性活躍推進法に基づく情報公表を行うこととされた（開示は義務）。

➢ 令和４年12月21日に､内閣府令等の改正により､女性活躍推進法に基づく情報公表項目として､「職員の給与の男女の

差異」が追加され、同日付で､算出及び公表方法について､地方公共団体に対し通知を発出。

➢ 通知において、各地方公共団体では､前年度の実績を翌年度の６月末までに公表するものとしている。

職員の給与の男女差異の公表
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都道府県 43.9% 76.3% 62.4% 46.5% 60.1% 28.7%

指定都市 54.1% 80.0% 73.1% - 41.9% 35.8%

市区町村 51.6% 59.6% 49.9% - 25.2% 51.0%

合　計 47.6% 66.4% 57.4% 46.5% 34.0% 31.2%

全合計 一般行政部門 公営企業等 警察部門 消防部門 教育委員会
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59.6

0

10

20

30

40

50

60

70

80

H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5

■部門全体の推移 ■一般行政部門の推移

■ 男性職員の
育児休業取得率
（令和５年度）

※「一般行政部門」について、令和４年度から従来の「首長部
局等」を「一般行政部門」と「公営企業等」に区分して調査
を実施したため令和３年度までは「首長部局等」の数値。

※グラフは、総務省「地方公共団体の勤務条件等に関する調
査」、内閣官房内閣人事局「国家公務員の育児休業等の取得
状況のフォローアップ及び男性国家公務員の育児に伴う休
暇・休業の１か月以上取得促進に係るフォローアップについ
て」、人事院「仕事と家庭の両立支援関係制度の利用状況調
査」を基に総務省が作成。

※国家公務員の最新公表値は令和４年度。

国家公務員

指定都市

都道府県

地方公務員
（全体）

市区町村

（％） （％）

（年度）（年度）

こども未来戦略（令和５年12月22日閣議決定）

○ 地方公務員の男性職員の育児休業取得率は、ここ数年大きく伸びており、令和５年度に過去最高となっている。

○ 団体区分別・部門別にみると、団体区分別では都道府県で、部門別では消防部門と教育委員会で、特に低水準となっている。

○ 一般行政部門の男性職員の育児休業取得率は66.4％、このうち１週間以上の取得率は 64.3％となっている。前年度よりも大きく伸びているが、政府目
標と比べ低水準となっている。

○ 取得率が大きく上昇した団体の先進的な取組事例を情報提供するなど、地方公共団体における取得促進に向けた取組を後押ししていく。

政府目標
※一般行政部門常勤

実績
※令和５年度

2025 年までに
１週間以上の取得率85％

64.3%

2030 年までに

２週間以上の取得率85％
60.5%

地方公務員の男性職員 育児休業取得率・取得促進に向けた取組
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地方公共団体における障害者雇用の促進

○ 総務省では、「公務部門における障害者雇用に関する基本方針」等を踏まえ、各地方公共
団体の実情に応じ必要な措置を講ずるよう、厚生労働省とともに要請するなど、地方公共団
体における障害者雇用の促進に努めている。

○ 地方公共団体における障害者雇用に関する取組状況について把握するため、調査を実施し、
障害者が活躍しやすい職場づくりに向けて、各地方公共団体の実情に応じた必要な措置を
講じるよう要請。

障害者雇用促進法の改正

○ 障害者の雇用を一層促進するため、障害者の活躍の場の拡大に関する措置や国及び地方
公共団体における障害者の雇用状況についての的確な把握等に関する措置を講ずることを
内容とする改正法案が、令和元年６月７日に成立、令和２年４月施行。

国及び地方公共団体については、障害者活躍推進計画の作成・公表や障害者の任免状況
 の公表等が義務づけられるとともに、障害者雇用推進者（障害者雇用の促進等の業務を担
当する者）及び障害者職業生活相談員（各障害者の職業生活に関する相談及び指導を行

 う者）を選任しなければならないこととされた。

○ 国及び地方公共団体も含めた全ての事業主の責務として、職業能力の開発及び向上に関す
る措置が含まれることが明確化され、障害者の雇用の質の向上を図ることを内容とする改正
法案が、令和４年12月10日に成立、令和５年４月施行。

地方公共団体における障害者雇用の促進
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地方公共団体における障害者の雇用状況について

〇 地方公共団体における令和６年６月１日現在の障害者の雇用状況（実雇用率）については、

都道府県は3.05％（前年2.96％）、市町村は2.75％（前年2.63％）、教育委員会は2.43％（前年2.34％）

※ 調査時点の法定雇用率は2.8％（教育委員会は2.7％）

（出所）厚生労働省「令和６年 障害者雇用状況の集計結果」（令和６年６月１日現在） 36



性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関する
国民の理解の増進に関する法律（概要）
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○ 地方公共団体における職員採用の際に、性的指向・性自認といった標準職務遂行能力及び適性の判定に必要の

ない事項の把握を行うことは、地方公務員法第13条に規定する『平等取扱いの原則』に反しているとの疑念を受

けかねないものであることから、改めて採用試験の点検を依頼。

【地方公共団体の職員の公正な採用について（令和５年５月31日、令和６年３月14日付け事務連絡）】

地方公共団体の職員採用等における平等取扱いの原則（地方公務員法第13条）に即した対応を要請

○ 性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関する国民の理解の増進に関する法律（令和５年法律第

68号）が施行されたことを踏まえ、厚生労働省指針において、

・「被害を受けた者の性的指向又は性自認にかかわらず、当該者に対する職場におけるセクシュアルハラスメン

トも、本指針の対象となる」旨示されていること

・パワーハラスメントに該当すると考えられる例として、「相手の性的指向・性自認に関する侮辱的な言動を行

うこと」及び「労働者の性的指向・性自認（略）等の機微な個人情報について、当該労働者の了解を得ずに他の

労働者に暴露すること」が明記されていること

について、改めて認識し、適切に対応するよう助言。

【地方公共団体における各種ハラスメント対策への対応について（令和５年12月27日付け通知）】

【地方公共団体における各種ハラスメント対策の徹底について（令和６年６月21日付け通知）】

【地方公共団体における各種ハラスメント対策の一層の徹底について（令和６年12月26日付け通知）】

○ 国家公務員において、性的指向又は性自認に関する偏見に基づく言動がセクシュアル・ハラスメントやパワー

ハラスメントの対象となり得るとされたことを踏まえ、適切に対応するよう、各地方公共団体に対し助言。

【人事院規則10ｰ10（セクシュアル・ハラスメントの防止等）の運用について」の一部改正について（平成28年

12月2日付事務連絡）】

【パワーハラスメントをはじめとする各種ハラスメントの防止に向けた対応について(令和２年４月21日付け通

知）】

厚生労働省指針等を踏まえたハラスメント防止への取組の実施や、その周知

性的指向や性自認に関する地方公務員の勤務環境の改善
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人事管理のあり方について

参考資料４
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地方公務員法制と運用実態

■成績主義・能力主義による任用（第15条、第17条の２）

■平等取扱いの原則（第13条）

■職に欠員を生じた場合に任命（第17条）

※別途、任期付職員、再任用職員、会計年度任用職員等の採用等あり

■成績主義・能力主義による任用（第15条、第17条の２）

■平等取扱いの原則（第13条）

■昇任の方法

・受験成績、人事評価等の能力実証に基づき、

標準職務遂行能力及び適性で判断（第21条の３）

■身分保障

・法定事由（勤務実績不良、心身の故障、適格性欠如、廃職・過員）に

よらない限り、その意に反して、降任することはできない

■職務給の原則（第25条）

・給料表：職務の複雑、困難、責任に基づく等級毎に明確な給料額の幅を定めて作成

・等級別基準職務表：等級毎の職務分類の基準となる職務内容を規定

■他自治体への派遣

・自治法派遣、併任

■公益的法人等への派遣

・派遣法で規律 ※公益的法人等：派遣、特定法人：退職派遣

■その他団体への移動

・一度退職の上、再度採用 ※特段の規定なし

・地方公務員の身分を有したまま、民間企業への研修派遣

■身分保障

・分限・懲戒事由によらない限り免職されない

■定年退職

・条例に規定する定年に達した者は退職（第28条の６、７）

・再任用制度

■年金

・地方公務員共済により長期給付として支給

地方公務員法制

採
用

異
動
・
昇
任

退
職

人
材
の
交
流

第1回ポスト・コロナ期の地方公務員
のあり方に関する研究会（R3.8.3）

資料２を加工
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HRテクノロジーの活用（奈良県生駒市）
地方公共団体における

人材マネジメント推進のための
ガイドブック（Ｒ5.3)（抜粋）
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人事院 令和４年度年次報告書（概要）①

※人事院「令和４年度 年次報告書」より事務局作成 https://www.jinji.go.jp/kouho_houdo/koumuinhakusyo/hakusho/R4/body.html 

公務組織の人材マネジメントにおけるデータやデジタルの活用の可能性(第1編第2部第4章)

１ データを活用した組織改善

〇 今後、各府省において、自組織のエンゲージメントの経年変化に着目して組織ごとの
課題を特定し、具体的な対応策を検討・実施し、その結果を次回のサーベイで評価する
という「組織改善のPDCAサイクル」を実装していくことが重要。

〇 一連の取組を通して得られた改善への知見については、各府省内で部局横断的に共有
することが望まれる。

２ 求められる知識・スキル等の可視化

〇 各ポジションに求められる知識・スキル等の要件や各従業員が持つ知識・スキル、職
務経験等の可視化は、職員個別の状況を踏まえたきめ細かい人材マネジメントを行う基
盤となる取組であり、公務組織における実施可能性についても探っていくべき。

〇 まずは、例えば、国家公務員に共通して求められる知識・スキル、あるいは府省内の
業務分野や役職段階ごとに求められる知識・スキルの可視化や、職員各人が保有してい
る知識・スキル、これまでの業務経験等についての情報を可視化することの是非やその
方法等について、検討することが必要。

第１節 公務組織において検討に着手すべき論点
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人事院 令和４年度年次報告書（概要）②

※人事院「令和４年度 年次報告書」より事務局作成 https://www.jinji.go.jp/kouho_houdo/koumuinhakusyo/hakusho/R4/body.html 

公務組織の人材マネジメントにおけるデータやデジタルの活用の可能性(第1編第2部第4章)

３ 府省内の職員情報を活用しやすくする環境整備
〇 現在、多くの府省では、職員の採用から退職に至るまでに生まれる様々な情報が容易
に検索できる形で管理されておらず、人事評価や人材育成など、人事業務プロセスの各
担当者が、自身の担当業務の範囲において必要な情報を収集・管理している（人事担当
部局や管理職員が、用途に応じた職員リスト（例えば、特定の研修受講経験のある職員
リストなど）の作成等に当たっては相当な手間を要するという声も少なからずある）。

〇 職員個別の状況を踏まえたきめ細かい人材マネジメントを効率的に行う基礎として、
職員に関する様々な情報が紙ではなく電子的に蓄積されること、上司・部下がそのデー
タをキャリア形成や育成等に容易に活用できる状態としておくこと等が重要。

〇 以上を踏まえ、公務組織においても、タレントマネジメントシステム等のように職員
に係る諸情報を蓄積して容易に活用できるプラットフォームを導入していくべき。

第１節 公務組織において検討に着手すべき論点
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人事院 令和４年度年次報告書（概要）③

※人事院「令和４年度 年次報告書」より事務局作成 https://www.jinji.go.jp/kouho_houdo/koumuinhakusyo/hakusho/R4/body.html 

公務組織の人材マネジメントにおけるデータやデジタルの活用の可能性(第1編第2部第4章)

４ 人事業務プロセス間におけるデータ共有・活用の強化
〇 人事評価、人材育成、キャリア開発、人事異動など、従来は個別に行っていた複数の
人事業務プロセスによって得られるデータを連動させ活用することは、職員個別の状況
を踏まえたきめ細かい人材マネジメントに資するものであり、公務組織においても実施
を検討すべき。

（例）職員ごとに人事評価の結果や評価の根拠、評価結果に対する上司のコメントや更なる成長に向
けた上司からのアドバイス、職員自身のキャリア目標等をタレントマネジメントシステムに入力

上司・部下がともに確認しながら、例えば、目指すポジションに求められるスキルの水準に照
らして今後伸長させるべきスキルやそのために有効と思われる研修の内容等について話し合い

話合いの内容を踏まえて人事担当部局が人事異動を検討

５ 各府省人事担当部局の体制増強
〇 各府省人事担当部局は、データやデジタルを活用することで、例えば人事評価等にお
いて一定程度の事務量の削減が見込まれるが、一方で、定期的なデータ収集・管理や、
データ活用に係る管理職員支援に要する各府省人事担当部局の人手は現在よりも増大す
ると考えられることから、全体としては各府省人事担当部局の体制増強が必要。

第１節 公務組織において検討に着手すべき論点

44



人事院 令和４年度年次報告書（概要）④

※人事院「令和４年度 年次報告書」より事務局作成 https://www.jinji.go.jp/kouho_houdo/koumuinhakusyo/hakusho/R4/body.html 

公務組織の人材マネジメントにおけるデータやデジタルの活用の可能性(第1編第2部第4章)

１ データの活用目的等の特定
〇 公務組織においては、府省ごとに組織構造や人員構成・規模が異なることから、人材
マネジメントにおいてデータやデジタルを活用するに当たっては、まず各組織の人事管
理の現状、課題、今後の方針等を考慮した具体的な活用領域や目的を特定した上で、シ
ステムの導入を含めた、必要なデータを収集・分析する方法等について検討することが
重要。

〇 仮に、活用領域や目的が曖昧なままにタレントマネジメントシステム等を導入した場
合、後になって機能の追加が必要になったり、逆に不要な機能を備えたために、想定外
のコストが発生することがあるほか、本来不要な情報まで収集・分析し、情報管理上の
リスクや業務量の増大等につながるおそれがある。

２ 安定的な職員情報収集の仕組みの確立
〇 体系的に標準化されたデータが安定的に収集されるよう、例えば人事異動・配置の参
考にできる情報とは具体的にどのようなものか、また、それはどのように収集すること
が適当か等、上記１の活用目的に照らして収集すべき情報の種類、内容、体系的に標準
化する手法等についての検討が必要。

第２節 データやデジタルの活用に当たっての留意点
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人事院 令和４年度年次報告書（概要）⑤

※人事院「令和４年度 年次報告書」より事務局作成 https://www.jinji.go.jp/kouho_houdo/koumuinhakusyo/hakusho/R4/body.html 

公務組織の人材マネジメントにおけるデータやデジタルの活用の可能性(第1編第2部第4章)

３ データやデジタルを適切に活用するための情報取扱ルールの整備
〇 人材マネジメントにおいてデータやデジタルを活用する際、上記１の活用目的の範囲
内で職員情報を活用することについて組織内に明示することも重要。また、利用目的に
沿って、データ閲覧権限の設定も適切に行うべき。

〇 例えば、デジタルツールによって職員情報を基に解析を行う場合、その解析結果を算
出する仕組みを説明可能なものとし、いわゆるブラックボックス化を避けることに留意
が必要。

〇 これらの点について、既に関係機関が発出した各種の指針等も参照しながら、公務組
織の人材マネジメントにおいてデータやデジタルを適切に活用するための情報取扱ルー
ルの在り方についても検討が必要。

第２節 データやデジタルの活用に当たっての留意点

第３節 今後に向けた取組

〇 各府省の人材マネジメントの現状や特性等も十分に踏まえながら、各府省においてど
のような目的の下にデータやデジタルを活用していくことが考えられるのか、その際、
どのような技術を導入すればよいのか等、幅広い論点について関係者が議論し、検討を
前進させていくことが必要。
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PDCAサイクルによる効果・改善点の見える化① 地方公共団体における人材
マネジメント方策に関する
研究会令和３年度報告書

（Ｒ4.3）（抜粋）
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PDCAサイクルによる効果・改善点の見える化② 地方公共団体における人材
マネジメント方策に関する
研究会令和３年度報告書

（Ｒ4.3）（抜粋）
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令和３年度働き方改革職員アンケート結果について（概要）①

※内閣人事局「令和３年度働き方改革職員アンケート結果について（概要）」より 49



令和３年度働き方改革職員アンケート結果について（概要）②

※内閣人事局「令和３年度働き方改革職員アンケート結果について（概要）」より 50



令和３年度働き方改革職員アンケート結果について（概要）③

※内閣人事局「令和３年度働き方改革職員アンケート結果について（概要）」より 51



令和３年度働き方改革職員アンケート結果について（概要）④

※内閣人事局「令和３年度働き方改革職員アンケート結果について（概要）」より 52



令和３年度働き方改革職員アンケート結果について（概要）⑤

※内閣人事局「令和３年度働き方改革職員アンケート結果について（概要）」より 53



令和３年度働き方改革職員アンケート結果について（概要）⑥

※内閣人事局「令和３年度働き方改革職員アンケート結果について（概要）」より 54



令和３年度働き方改革職員アンケート結果について（概要）⑦

※内閣人事局「令和３年度働き方改革職員アンケート結果について（概要）」より 55



令和３年度働き方改革職員アンケート結果について（概要）⑧

※内閣人事局「令和３年度働き方改革職員アンケート結果について（概要）」より 56



令和３年度働き方改革職員アンケート結果について（概要）⑨

※内閣人事局「令和３年度働き方改革職員アンケート結果について（概要）」より 57



令和３年度働き方改革職員アンケート結果について（概要）⑩

※内閣人事局「令和３年度働き方改革職員アンケート結果について（概要）」より 58



令和３年度働き方改革職員アンケート結果について（概要）⑪

※内閣人事局「令和３年度働き方改革職員アンケート結果について（概要）」より 59



令和３年度働き方改革職員アンケート結果について（概要）⑫

※内閣人事局「令和３年度働き方改革職員アンケート結果について（概要）」より 60



令和３年度働き方改革職員アンケート結果について（概要）⑬

※内閣人事局「令和３年度働き方改革職員アンケート結果について（概要）」より 61



令和３年度働き方改革職員アンケート結果について（概要）⑭

※内閣人事局「令和３年度働き方改革職員アンケート結果について（概要）」より 62



令和３年度働き方改革職員アンケート結果について（概要）⑮

※内閣人事局「令和３年度働き方改革職員アンケート結果について（概要）」より 63



組織運営・人事管理に関する自治体アンケート（概要）

（目的）
　地方公共団体における組織運営・人事管理上の課題等について議論を行う中で、

各団体における現場での課題認識等を把握するため、全ての都道府県・指定都市・市区町村向けにアンケート調査を実施

（回答者）

都道府県・指定都市・市区町村の人事担当課

（調査項目）

○ 地方公務員に求められる能力

○ 組織運営・人事管理上の課題意識

（調査期間）

令和７年４月１４日（月）～４月２５日（金）

（回答状況）

合計：９６５団体

都道府県：３１団体、 指定都市：１４団体、

市区町村：９２０団体

－ 市区：４７５団体、町村：４４５団体

－ 人口30万以上：３４団体、5～30万：２７２団体、1～5万：３５９団体、5千～1万：１１３団体、5千未満：１４２団体

⇒ 全団体合計（９６５団体）の回答について、次ページ以降において集計・分析

参考資料５
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アンケート調査の質問項目

（１）職員全般に求められる能力

※以下の項目から３つを選んで回答してください。

１　貴団体において特に求められる地方公務員の人材像として、全般的に職員に求められる能力と、管理職に求められる能力それぞ

れについて、「今現在で特に求められると感じるもの」、「十分に取り組むことができていないと感じるもの」をお答えください。

また、回答にあたりましては、職員に求められる能力、管理職に求められる能力ともに、以下にお示ししている項目の中から３つを

選んで回答してください。

時間効率を意識して働く

その他、職員に求められる能力があれば具体的にご記入ください。

今現在で特に求められ

ると感じるもの

主体的に課題を整理し、解決策を導き出す

客観的なデータに基づき、分析する

対外的に粘り強く交渉する

特定分野の専門知識や経験に基づき業務を実施する

施策をわかりやすく説明する

仕事の質を上げるよう工夫をする

課題解決のための条例・規則などを制定する

住民に寄り添う姿勢をもつ

産官学連携の取組を実行する

十分に取り組むことが

できていないと感じる

もの

法令を理解し、正確に業務を実施

新しいことにチャレンジする

住民や民間など様々な主体とネットワークを構築する

65



（２）管理職（課長級以上を想定）に求められる能力

※以下の項目から３つを選んで回答してください。

的確な課題の設定

今現在で特に求められ

ると感じるもの

十分に取り組むことが

できていないと感じる

もの

部下とのコミュニケーション力

働きやすい職場環境作り

コンプライアンス意識

その他、管理職に求められる能力があれば具体的にご記入ください。

解決策の企画・方針の提示

折衝力及び調整力

多様な職員のマネジメントを通じた組織目標の達成

効率的な業務運営

業務配分や評価を通じた部下の育成

人間力及び指導力
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２　組織運営・人事管理上の課題意識

ア それは、管理職の仕事が大変だから。

イ それは、管理職の仕事をする自信がない、不安があるから。

ウ それは、管理職の仕事にやりがいを感じないから。

エ それは、処遇が見合っていないから。

オ それは、ワーク・ライフ・バランスが取れないから。

カ それは、部下とのコミュニケーションに不安を感じているから。

キ それは、ハラスメント対策に不安を感じているから。

ク それは、目標となる管理職がいないから。

ケ その他、管理職を希望する職員が少ない（または減ってきている）理由が

あれば具体的にご記入ください。

（１）①　管理職（課長級以上を想定）を希望する職員が少ない（または減って

きている）と考えているかについてお答えください。（「そう思う」～「思わな

い」の５択）

（１）②　上記２（１）①で「そう思う」または「少しそう思う」と回答した場

合（「そう思う」～「思わない」の５択）

そう思う 少しそう思う どちらとも言えない あまりそう思わない 思わない
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ア 職員の人事情報を十分に活用できている。

イ 職員の適性や能力を十分に把握、分析できている。

ウ 職員の適性や能力を十分に把握・分析した上で人員配置を行うことができ

ている。

エ 人事部門の組織・体制は十分である。

オ その他、貴団体において課題と感じていることがあれば具体的にご記入く

ださい。

（２）人事部門において組織運営・人事管理上の課題と考えていることについて

以下に掲げる項目についてお答えください。（「そう思う」～「思わない」の５

択）

（３）上記（１）（２）以外で、組織運営・人事管理上の最も重要な課題として

考えているものをご記入ください。（該当がない場合は回答不要です）
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ア 実施する方法が分からないため。

イ どのような内容にするべきか分からないため。

ウ 実施する時間や体制が十分ではないため。

エ 費用がかかるため。

オ 必要性がないと考えているため。

カ その他、貴団体において作成していない理由があれば具体的にご記入くだ

さい。

思わないそう思う 少しそう思う どちらとも言えない あまりそう思わない

（４）②　実施しない理由を回答してください（上記で「実施する予定はない」

と回答した団体のみ）（「そう思う」～「思わない」の５択）

初めて実施する予定 今後実施したいこれまでに実施している 実施する予定はない

（４）①　組織運営・人事管理に関する課題の把握や取組の効果を分析するため

に、職員に対するアンケートなどの調査を実施しているかについて回答してくだ

さい（「これまでに実施している」「初めて実施する予定」「今後実施したい」

「実施する予定はない」の４択）
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③タレントマネジメントシステムを導入している

※タレントマネジメントシステムとは、職員が持つ能力やスキル等の人材情報を

組織における採用や配置、育成に活用するタレントマネジメントを実現するた

め、職員に関する情報を一元管理するもの。具体的機能としては、「人材データ

の一元管理データベース」「人事評価」「アンケート機能」「人事配置（及び配

置シミュレーション）」「研修履歴管理」等を備えたシステムやソフトウェアを

対象とする。また、自治体が独自に開発したものや、市販のクラウドシステム等

を対象とする。上記機能がすべてそろっている必要はないが、「出退勤管理」や

「人事評価」のみのシステムやソフトウェアなど、単機能のものは該当しない。

作成（導入）する予定はない 思わない

①MVV（ミッション・ビジョン・バリュー）を作成している

※MVVとは、組織の理念や運営方針を言語化したもの。必ずしも名称がこのとお

りでなくてもよく、３つがそろっている必要もないが、組織の使命・目標、理想

像や中長期的目標、組織の価値観や具体的行動指針を言語化したものを対象とす

る。職員個人の在り方に関する「職員像」は該当しない。

（５）組織運営・人事管理の課題に対する取組について

作成（導入）している 作成（導入）する予定 作成（導入）したい

②人材ポートフォリオを作成している

※人材ポートフォリオとは、必要な人材像（マネジメント人材、スペシャリスト

人材など）を明らかにした上で、組織内のどこに（ポジション等）、どの程度

（人数、在職年数）存在しているかという組織の人材構成を分析し、可視化した

もの。現在の人材構成に加え、将来的な想定を行っているものも対象とする。
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ア 首長や幹部などトップ層のリーダーシップによる。

イ 職員からのニーズがあった。

ウ 国や他の地方公共団体等の取組を参考にした。

エ 職員の質的、量的変化に対応するため。

オ 採用の困難化に対応するため。

カ 離職を防止するため。

キ その他

そう思う 少しそう思う どちらとも言えない あまりそう思わない 思わない

④_３　上記の具体的な取組を検討するにあたっての問題意識を回答してくださ

い（「そう思う」～「思わない」の５択）

④_１、２　その他の組織運営・人事管理の課題に対して実施している取組があ

れば１つご記入ください。なお、取組の種類によって、コードを付してくださ

い。（1:人事配置 2:システム 3:勤務形態 4:その他）
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ア 他自治体等の作成している事例を把握すること。

イ 首長や幹部などトップ層がリーダーシップを発揮すること。

ウ アンケートやヒアリングにより職員の声を把握すること。

エ 検討を行うための人員体制を確保すること。

オ 外部の有識者等から意見を聴取すること。

カ その他、貴団体において重要と考えることがあれば具体的にご記入くださ

い。

ア 人事評価との連携など、業務への関連付けの取組を行っている。

イ 作成したMVVを採用活動に活用している。

ウ その他、貴団体において取り組んでいることがあれば具体的にご記入くだ

さい。

ア 作成する方法が分からないため。

イ どのような内容にするべきか分からないため。

ウ 作成する時間や体制が十分ではないため。

エ 費用がかかるため。

オ 必要性はないと考えているため。

カ その他、貴団体において作成していない理由があれば具体的にご記入くだ

さい。

（①で「作成している」と回答した団体のみ）

①_２　MVVを作成した後の活用状況について（「はい」「いいえ」の２択）、

（①で「作成している」「作成する予定」と回答した団体のみ）

①_1　MVVを作成するに当たり重要であると考えることは（「そう思う」～「思

わない」の５択）、

そう思う（はい） 少しそう思う どちらとも言えない あまりそう思わない 思わない（いいえ）

MVV（ミッション・ビジョン・バリュー）について

（①で「作成したい」「作成する予定はない」と回答した団体のみ）

①_３　MVVを作成していない、作成する予定はない理由は（「そう思う」～

「思わない」の５択）、
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ア 職員の採用に活用している。

イ 人事異動に活用している。

ウ 人材育成に活用している。

エ その他、貴団体において取り組んでいることがあれば具体的にご記入くだ

さい。

ア 作成する方法が分からないため。

イ どのような内容にするべきか分からないため。

ウ 作成する時間や体制が十分ではないため。

エ 費用がかかるため。

オ 必要性がないと考えているため。

カ その他、貴団体において作成していない理由があれば具体的にご記入くだ

さい。

（②で「作成したい」「作成する予定はない」と回答した団体のみ）

②_２　人材ポートフォリオを作成していない、作成する予定はない理由は

（「そう思う」～「思わない」の５択）、

そう思う（はい） 少しそう思う どちらとも言えない あまりそう思わない 思わない（いいえ）

（②で「作成している」と回答した団体のみ）

②_１　人材ポートフォリオを作成した後の活用状況について（「はい」「いい

え」の２択）、

人材ポートフォリオについて
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ア 人材データの一元管理のデータベースに活用している。

イ 人事評価に活用している。

ウ アンケート機能を活用している。

エ 人事配置（及び配置シミュレーション）に活用している。

オ 研修履歴管理に活用している。

カ その他、貴団体において導入している機能があれば具体的にご記入くださ

い。

ア 既存の業務方法の変更が困難であるため。

イ データ流出や破損のリスクがあるため。

ウ システム導入までの流れが分からないため。

エ システム導入後、上手く使いこなすことができるか不安を感じるため。

オ 導入に向けた検討・準備を行う時間や体制が十分ではないため。

カ 費用がかかるため。

キ 必要性がないと考えているため。

ク その他、貴団体において導入していない理由があれば具体的にご記入くだ

さい。

タレントマネジメントシステムについて

そう思う（はい） 少しそう思う どちらとも言えない あまりそう思わない 思わない（いいえ）

（③で「導入している」と回答した団体のみ）

③_１　タレントマネジメントシステムを導入した後の活用状況について（「は

い」「いいえ」の２択）、

（③で「導入したい」「導入する予定はない」と回答した団体のみ）

③_２　導入していない、導入する予定はない理由は（「そう思う」～「思わな

い」の５択）、
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地方公務員に求められる能力（職員全般）

○ 各団体において、特に求められる地方公務員の人材像について、職員全般に求められる能力として、

「今現在で特に求められると感じるもの」及び「十分に取り組むことができていないと感じるもの」について、

各団体それぞれ３つずつ回答

（自由記述）

【今現在で特に求められると感じるもの】コミュニケーション能力、コスト意識、DXに主体的に取り組めるスキル

【十分に取り組むことができていないと感じるもの】財政長期見通し、業務の棚卸、デジタル化への対応

今現在の重要度：高
取組の度合い：十分

今現在の重要度：高
取組の度合い：不十分

今現在の重要度：低
取組の度合い：不十分

今現在の重要度：低
取組の度合い：十分

法令を理解し、正確に業務を実施

新しいことにチャレンジする

住民や民間など様々な主体と
ネットワークを構築する

主体的に課題を整理し、
解決策を導き出す

客観的なデータに基づき、分析する

対外的に粘り強く
交渉する

施策をわかりやすく説明する

時間効率を意識して働く

特定分野の専門知識や経験に基づき
業務を実施する

仕事の質を上げるよう工夫をする

課題解決のための条例・
規則などを制定する

住民に寄り添う姿勢をもつ

産官学連携の取組
を実行する
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地方公務員に求められる能力（職員全般）【団体区分ごとの差】

○ 前ページの内容について、団体区分ごとの違いが大きいものを項目ごとに抜粋

法令を理解し、正確に業務を実施 新しいことにチャレンジする

住民や民間など様々な主体と
ネットワークを構築する 時間効率を意識して働く
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地方公務員に求められる能力（職員全般）①都道府県

○ 各団体において、特に求められる地方公務員の人材像について、職員全般に求められる能力として、

「今現在で特に求められると感じるもの」及び「十分に取り組むことができていないと感じるもの」について、

各団体それぞれ３つずつ回答 ※都道府県

今現在の重要度：高
取組の度合い：十分

今現在の重要度：高
取組の度合い：不十分

今現在の重要度：低
取組の度合い：不十分

今現在の重要度：低
取組の度合い：十分

法令を理解し、正確に業務を実施

新しいことにチャレンジする

住民や民間など様々な主体
とネットワークを構築する

主体的に課題を整理し、
解決策を導き出す

客観的なデータに基づき、分析する
対外的に粘り
強く交渉する

施策をわかりやすく説明する

時間効率を意識して働く

特定分野の専門知識や経験
に基づき業務を実施する

仕事の質を上げるよう工夫をする

課題解決のための条例・
規則などを制定する

住民に寄り添う
姿勢をもつ

産官学連携の
取組を実行する
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地方公務員に求められる能力（職員全般）②指定都市

○ 各団体において、特に求められる地方公務員の人材像について、職員全般に求められる能力として、

「今現在で特に求められると感じるもの」及び「十分に取り組むことができていないと感じるもの」について、

各団体それぞれ３つずつ回答 ※指定都市

今現在の重要度：高
取組の度合い：十分

今現在の重要度：高
取組の度合い：不十分

今現在の重要度：低
取組の度合い：不十分

今現在の重要度：低
取組の度合い：十分

法令を理解し、正確に業務を実施

新しいことにチャレンジする

住民や民間など様々な主体
とネットワークを構築する

主体的に課題を整理し、
解決策を導き出す

客観的なデータに基づき、分析する

対外的に粘り強く
交渉する

施策をわかりやすく説明する

時間効率を意識して働く特定分野の専門知識や経験に基づき
業務を実施する仕事の質を上げるよう工夫をする

課題解決のための条例・
規則などを制定する

住民に寄り添う姿勢をもつ

産官学連携の取組を実行する

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

今
現
在
で
特
に
求
め
ら
れ
る

十分に取り組むことができていない

78



地方公務員に求められる能力（職員全般） ③市区町村（30万以上）

○ 各団体において、特に求められる地方公務員の人材像について、職員全般に求められる能力として、

「今現在で特に求められると感じるもの」及び「十分に取り組むことができていないと感じるもの」について、

各団体それぞれ３つずつ回答 ※市区町村（30万以上）

今現在の重要度：高
取組の度合い：十分

今現在の重要度：高
取組の度合い：不十分

今現在の重要度：低
取組の度合い：不十分

今現在の重要度：低
取組の度合い：十分

法令を理解し、正確に業務を実施 新しいことにチャレンジする

住民や民間など様々な主体とネットワーク
を構築する

主体的に課題を整理し、
解決策を導き出す

客観的なデータに基づき、分析する

対外的に粘り強く交渉する

施策をわかりやすく説明する 時間効率を意識して働く特定分野の専門知識
や経験に基づき業務を

実施する

仕事の質を上げるよう
工夫をする

課題解決のための条例・
規則などを制定する

住民に寄り添う姿勢をもつ

産官学連携の取組を実行する
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地方公務員に求められる能力（職員全般） ④市区町村（5～30万）

○ 各団体において、特に求められる地方公務員の人材像について、職員全般に求められる能力として、

「今現在で特に求められると感じるもの」及び「十分に取り組むことができていないと感じるもの」について、

各団体それぞれ３つずつ回答 ※市区町村（5～30万）

今現在の重要度：高
取組の度合い：十分

今現在の重要度：高
取組の度合い：不十分

今現在の重要度：低
取組の度合い：不十分

今現在の重要度：低
取組の度合い：十分

法令を理解し、正確に業務を実施
新しいことにチャレンジする

住民や民間など様々な主体と
ネットワークを構築する

主体的に課題を整理し、
解決策を導き出す

客観的なデータに
基づき、分析する

対外的に粘り強く
交渉する

施策をわかりやすく説明する

時間効率を意識して働く

特定分野の専門知識や経験に
基づき業務を実施する

仕事の質を上げるよう工夫をする課題解決のための条例・
規則などを制定する

住民に寄り添う姿勢をもつ

産官学連携の取組を実行する
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地方公務員に求められる能力（職員全般） ⑤市区町村（1～5万）

○ 各団体において、特に求められる地方公務員の人材像について、職員全般に求められる能力として、

「今現在で特に求められると感じるもの」及び「十分に取り組むことができていないと感じるもの」について、

各団体それぞれ３つずつ回答 ※市区町村（1～5万）

今現在の重要度：高
取組の度合い：十分

今現在の重要度：高
取組の度合い：不十分

今現在の重要度：低
取組の度合い：不十分

今現在の重要度：低
取組の度合い：十分

法令を理解し、正確に業務を実施

新しいことにチャレンジする住民や民間など様々な主体と
ネットワークを構築する

主体的に課題を整理し、
解決策を導き出す

客観的なデータに基づき、分析する対外的に粘り強く
交渉する

施策をわかりやすく説明する 時間効率を意識して働く

特定分野の専門知識や経験
に基づき業務を実施する

仕事の質を上げるよう工夫をする

課題解決のための条例・
規則などを制定する

住民に寄り添う姿勢をもつ

産官学連携の取組を実行する
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地方公務員に求められる能力（職員全般）⑥市区町村（5千～1万）

○ 各団体において、特に求められる地方公務員の人材像について、職員全般に求められる能力として、

「今現在で特に求められると感じるもの」及び「十分に取り組むことができていないと感じるもの」について、

各団体それぞれ３つずつ回答 ※市区町村（5千～1万）

今現在の重要度：高
取組の度合い：十分

今現在の重要度：高
取組の度合い：不十分

今現在の重要度：低
取組の度合い：不十分

今現在の重要度：低
取組の度合い：十分

法令を理解し、正確に業務を実施

新しいことにチャレンジする

住民や民間など様々な主体
とネットワークを構築する

主体的に課題を整理し、
解決策を導き出す

客観的なデータに基づき、
分析する対外的に粘り

強く交渉する

施策をわか
りやすく説明

する

時間効率を意識して働く

特定分野の専門知識や経験に
基づき業務を実施する

仕事の質を上げるよう工夫をする

課題解決のための条例・規則などを制定する

住民に寄り添う姿勢をもつ

産官学連携の
取組を実行する
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地方公務員に求められる能力（職員全般）⑦市区町村（5千未満）

○ 各団体において、特に求められる地方公務員の人材像について、職員全般に求められる能力として、

「今現在で特に求められると感じるもの」及び「十分に取り組むことができていないと感じるもの」について、

各団体それぞれ３つずつ回答 ※市区町村（5千未満）

今現在の重要度：高
取組の度合い：十分

今現在の重要度：高
取組の度合い：不十分

今現在の重要度：低
取組の度合い：不十分

今現在の重要度：低
取組の度合い：十分

法令を理解し、正確に業務を実施

新しいことにチャレンジする

住民や民間など様々な主体とネットワーク
を構築する

主体的に課題を整理し、
解決策を導き出す

客観的なデータに基づき、分析する
対外的に粘り強く

交渉する

施策をわかりやすく説明する
時間効率を意識して働く

特定分野の専門知識や経験
に基づき業務を実施する

仕事の質を上げるよう工夫をする

課題解決のための条例・規則などを制定する

住民に寄り添う姿勢をもつ

産官学連携の取組を
実行する
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地方公務員に求められる能力（職員全般）【団体区分ごとの差】

○ 各団体の回答について、項目ごとに抜粋 （法令を理解し、正確に業務を実施）

今現在の重要度：高
取組の度合い：十分

今現在の重要度：高
取組の度合い：不十分

今現在の重要度：低
取組の度合い：不十分

今現在の重要度：低
取組の度合い：十分

都道府県

指定都市

市区町村（5千未満）

市区町村（5千～1万）

市区町村（1～5万）

市区町村（5～30万）

市区町村（30万以上）
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地方公務員に求められる能力（職員全般）【団体区分ごとの差】

○ 各団体の回答について、項目ごとに抜粋 （新しいことにチャレンジする）

今現在の重要度：高
取組の度合い：十分

今現在の重要度：高
取組の度合い：不十分

今現在の重要度：低
取組の度合い：不十分

今現在の重要度：低
取組の度合い：十分

都道府県

指定都市

市区町村（5千未満）

市区町村（5千～1万）

市区町村（1～5万）

市区町村（5～30万）

市区町村（30万以上）
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地方公務員に求められる能力（職員全般）【団体区分ごとの差】

○ 各団体の回答について、項目ごとに抜粋 （住民や民間など様々な主体とネットワークを構築する）

今現在の重要度：高
取組の度合い：十分

今現在の重要度：高
取組の度合い：不十分

今現在の重要度：低
取組の度合い：不十分

今現在の重要度：低
取組の度合い：十分

都道府県

指定都市

市区町村（5千未満）

市区町村（5千～1万）

市区町村（1～5万）

市区町村（5～30万）

市区町村（30万以上）
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地方公務員に求められる能力（職員全般）【団体区分ごとの差】

○ 各団体の回答について、項目ごとに抜粋 （主体的に課題を整理し、解決策を導き出す）

今現在の重要度：高
取組の度合い：十分

今現在の重要度：高
取組の度合い：不十分

今現在の重要度：低
取組の度合い：不十分

今現在の重要度：低
取組の度合い：十分

都道府県

指定都市

市区町村（5千未満）市区町村（5千～1万）

市区町村（1～5万）

市区町村（5～30万）

市区町村（30万以上）
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地方公務員に求められる能力（職員全般）【団体区分ごとの差】

○ 各団体の回答について、項目ごとに抜粋 （客観的なデータに基づき、分析する）

今現在の重要度：高
取組の度合い：十分

今現在の重要度：高
取組の度合い：不十分

今現在の重要度：低
取組の度合い：不十分

今現在の重要度：低
取組の度合い：十分

都道府県

指定都市

市区町村（5千未満）

市区町村（5千～1万）

市区町村（1～5万）

市区町村（5～30万） 市区町村（30万以上）
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地方公務員に求められる能力（職員全般）【団体区分ごとの差】

○ 各団体の回答について、項目ごとに抜粋 （対外的に粘り強く交渉する）

今現在の重要度：高
取組の度合い：十分

今現在の重要度：高
取組の度合い：不十分

今現在の重要度：低
取組の度合い：不十分

今現在の重要度：低
取組の度合い：十分

都道府県

指定都市

市区町村（5千未満）

市区町村（5千～1万）

市区町村（1～5万）

市区町村
（5～30万）

市区町村（30万以上）
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地方公務員に求められる能力（職員全般）【団体区分ごとの差】

○ 各団体の回答について、項目ごとに抜粋 （施策をわかりやすく説明する）

今現在の重要度：高
取組の度合い：十分

今現在の重要度：高
取組の度合い：不十分

今現在の重要度：低
取組の度合い：不十分

今現在の重要度：低
取組の度合い：十分

都道府県
指定都市

市区町村（5千未満）

市区町村（5千～1万）

市区町村（1～5万）

市区町村（5～30万）

市区町村（30万以上）
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地方公務員に求められる能力（職員全般）【団体区分ごとの差】

○ 各団体の回答について、項目ごとに抜粋 （時間効率を意識して働く）

今現在の重要度：高
取組の度合い：十分

今現在の重要度：高
取組の度合い：不十分

今現在の重要度：低
取組の度合い：不十分

今現在の重要度：低
取組の度合い：十分

都道府県

指定都市
市区町村（5千未満）

市区町村（5千～1万）

市区町村（1～5万）

市区町村（5～30万）

市区町村（30万以上）

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

今
現
在
で
特
に
求
め
ら
れ
る

十分に取り組むことができていない

91



地方公務員に求められる能力（職員全般）【団体区分ごとの差】

○ 各団体の回答について、項目ごとに抜粋 （特定分野の専門知識や経験に基づき業務を実施する）

今現在の重要度：高
取組の度合い：十分

今現在の重要度：高
取組の度合い：不十分

今現在の重要度：低
取組の度合い：不十分

今現在の重要度：低
取組の度合い：十分

都道府県

指定都市市区町村（5千未満）

市区町村（5千～1万） 市区町村（1～5万）

市区町村（5～30万）

市区町村（30万以上）

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

今
現
在
で
特
に
求
め
ら
れ
る

十分に取り組むことができていない

92



地方公務員に求められる能力（職員全般）【団体区分ごとの差】

○ 各団体の回答について、項目ごとに抜粋 （仕事の質を上げるよう工夫をする）

今現在の重要度：高
取組の度合い：十分

今現在の重要度：高
取組の度合い：不十分

今現在の重要度：低
取組の度合い：不十分

今現在の重要度：低
取組の度合い：十分

都道府県

指定都市

市区町村（5千未満）

市区町村（5千～1万）

市区町村（1～5万）
市区町村（5～30万）

市区町村（30万以上）
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地方公務員に求められる能力（職員全般）【団体区分ごとの差】

○ 各団体の回答について、項目ごとに抜粋 （課題解決のための条例・規則などを制定する）

今現在の重要度：高
取組の度合い：十分

今現在の重要度：高
取組の度合い：不十分

今現在の重要度：低
取組の度合い：不十分

今現在の重要度：低
取組の度合い：十分

都道府県

指定都市

市区町村（5千未満）

市区町村（5千～1万）
市区町村（1～5万）

市区町村（5～30万）

市区町村（30万以上）
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地方公務員に求められる能力（職員全般）【団体区分ごとの差】

○ 各団体の回答について、項目ごとに抜粋 （住民に寄り添う姿勢をもつ）

今現在の重要度：高
取組の度合い：十分

今現在の重要度：高
取組の度合い：不十分

今現在の重要度：低
取組の度合い：不十分

今現在の重要度：低
取組の度合い：十分

都道府県

指定都市

市区町村（5千未満）

市区町村（5千～1万）

市区町村（1～5万）

市区町村（5～30万）

市区町村（30万以上）
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地方公務員に求められる能力（職員全般）【団体区分ごとの差】

○ 各団体の回答について、項目ごとに抜粋 （産官学連携の取組を実行する）

今現在の重要度：高
取組の度合い：十分

今現在の重要度：高
取組の度合い：不十分

今現在の重要度：低
取組の度合い：不十分

今現在の重要度：低
取組の度合い：十分

都道府県
指定都市

市区町村（5千未満）

市区町村（5千～1万）

市区町村（1～5万）

市区町村（5～30万）

市区町村（30万以上）
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地方公務員に求められる能力（管理職）

○ 特に求められる地方公務員の人材像について、管理職に求められる能力として、

「今現在で特に求められると感じるもの」及び「十分に取り組むことができていないと感じるもの」について、

各団体それぞれ３つずつ回答

今現在の重要度：高
取組の度合い：十分

今現在の重要度：高
取組の度合い：不十分

今現在の重要度：低
取組の度合い：不十分

今現在の重要度：低
取組の度合い：十分 的確な課題の設定 解決策の企画・

方針の提示
折衝力及び調整力

多様な職員のマネジメントを通じた
組織目標の達成

効率的な業務運営

業務配分や評価を通じた
部下の育成

部下とのコミュニケーション力

働きやすい職場環境作り

コンプライアンス意識

人間力及び指導力
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（自由記述）

【今現在で特に求められると感じるもの】全庁的な視野、価値観のアップデート

【十分に取り組むことができていないと感じるもの】全庁的な視野 97



地方公務員に求められる能力（管理職）【団体区分ごとの差】

○ 前ページの内容について、団体区分ごとの違いが大きいものを項目ごとに抜粋

折衝力及び調整力

多様な職員のマネジメントを通じた組織目標の達成

解決策の企画・方針の提示

人間力及び指導力
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地方公務員に求められる能力（管理職）①都道府県

○ 特に求められる地方公務員の人材像について、管理職に求められる能力として、

「今現在で特に求められると感じるもの」及び「十分に取り組むことができていないと感じるもの」について、

各団体それぞれ３つずつ回答 ※都道府県

今現在の重要度：高
取組の度合い：十分

今現在の重要度：高
取組の度合い：不十分

今現在の重要度：低
取組の度合い：不十分

今現在の重要度：低
取組の度合い：十分

的確な課題の設定

解決策の企画・方針の提示

折衝力及び調整力

多様な職員のマネジメントを
通じた組織目標の達成

効率的な業務運営

業務配分や評価を
通じた部下の育成

部下とのコミュニケーション力

働きやすい職場環境作り

コンプライアンス意識

人間力及び指導力
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地方公務員に求められる能力（管理職）②指定都市

○ 特に求められる地方公務員の人材像について、管理職に求められる能力として、

「今現在で特に求められると感じるもの」及び「十分に取り組むことができていないと感じるもの」について、

各団体それぞれ３つずつ回答 ※指定都市

今現在の重要度：高
取組の度合い：十分

今現在の重要度：高
取組の度合い：不十分

今現在の重要度：低
取組の度合い：不十分

今現在の重要度：低
取組の度合い：十分

的確な課題の設定

解決策の企画・方針の提示

折衝力及び調整力

多様な職員のマネジメントを通じた
組織目標の達成

効率的な業務運営
業務配分や評価を
通じた部下の育成

部下とのコミュニケーション力

働きやすい職場環境作り

コンプライアンス意識

人間力及び指導力
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地方公務員に求められる能力（管理職） ③市区町村（30万以上）

○ 特に求められる地方公務員の人材像について、管理職に求められる能力として、

「今現在で特に求められると感じるもの」及び「十分に取り組むことができていないと感じるもの」について、

各団体それぞれ３つずつ回答 ※市区町村（30万以上）

今現在の重要度：高
取組の度合い：十分

今現在の重要度：高
取組の度合い：不十分

今現在の重要度：低
取組の度合い：不十分

今現在の重要度：低
取組の度合い：十分

的確な課題の設定

解決策の企画・方針の提示

折衝力及び調整力

多様な職員のマネジメントを
通じた組織目標の達成

効率的な業務運営

業務配分や評価を
通じた部下の育成

部下とのコミュニケーション力

働きやすい職場環境作り

コンプライアンス意識

人間力及び指導力
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地方公務員に求められる能力（管理職） ④市区町村（5～30万）

○ 特に求められる地方公務員の人材像について、管理職に求められる能力として、

「今現在で特に求められると感じるもの」及び「十分に取り組むことができていないと感じるもの」について、

各団体それぞれ３つずつ回答 ※市区町村（5～30万）

今現在の重要度：高
取組の度合い：十分

今現在の重要度：高
取組の度合い：不十分

今現在の重要度：低
取組の度合い：不十分

今現在の重要度：低
取組の度合い：十分

的確な課題の設定

解決策の企画・方針の提示

折衝力及び調整力

多様な職員のマネジメント
を通じた組織目標の達成

効率的な業務運営

業務配分や評価を
通じた部下の育成

部下とのコミュニケーション力

働きやすい職場環境作り

コンプライアンス意識

人間力及び指導力
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地方公務員に求められる能力（管理職） ⑤市区町村（1～5万）

○ 特に求められる地方公務員の人材像について、管理職に求められる能力として、

「今現在で特に求められると感じるもの」及び「十分に取り組むことができていないと感じるもの」について、

各団体それぞれ３つずつ回答 ※市区町村（1～5万）

今現在の重要度：高
取組の度合い：十分

今現在の重要度：高
取組の度合い：不十分

今現在の重要度：低
取組の度合い：不十分

今現在の重要度：低
取組の度合い：十分

的確な課題の設定

解決策の企画・方針の提示

折衝力及び調整力

多様な職員のマネジメントを
通じた組織目標の達成

効率的な業務運営

業務配分や評価を
通じた部下の育成

部下とのコミュニケーション力

働きやすい職場環境作り

コンプライアンス意識

人間力及び指導力
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地方公務員に求められる能力（管理職） ⑥市区町村（5千～1万）

○ 特に求められる地方公務員の人材像について、管理職に求められる能力として、

「今現在で特に求められると感じるもの」及び「十分に取り組むことができていないと感じるもの」について、

各団体それぞれ３つずつ回答 ※市区町村（5千～1万）

今現在の重要度：高
取組の度合い：十分

今現在の重要度：高
取組の度合い：不十分

今現在の重要度：低
取組の度合い：不十分

今現在の重要度：低
取組の度合い：十分

的確な課題の設定

解決策の企画・方針の提示

折衝力及び調整力

多様な職員のマネジメント
を通じた組織目標の達成

効率的な業務運営

業務配分や評価を
通じた部下の育成

部下とのコミュニケーション力

働きやすい職場環境作り

コンプライアンス意識

人間力及び指導力
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地方公務員に求められる能力（管理職） ⑦市区町村（5千未満）

○ 特に求められる地方公務員の人材像について、管理職に求められる能力として、

「今現在で特に求められると感じるもの」及び「十分に取り組むことができていないと感じるもの」について、

各団体それぞれ３つずつ回答 ※市区町村（5千未満）

今現在の重要度：高
取組の度合い：十分

今現在の重要度：高
取組の度合い：不十分

今現在の重要度：低
取組の度合い：不十分

今現在の重要度：低
取組の度合い：十分

的確な課題の設定

解決策の企画・方針の提示

折衝力及び調整力

多様な職員のマネジメント
を通じた組織目標の達成

効率的な業務運営

業務配分や評価を
通じた部下の育成

部下とのコミュニケーション力

働きやすい
職場環境
作り

コンプライアンス意識

人間力及び指導力
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地方公務員に求められる能力（管理職）【団体区分ごとの差】

○ 各団体の回答について、項目ごとに抜粋 （的確な課題の設定）

今現在の重要度：高
取組の度合い：十分

今現在の重要度：高
取組の度合い：不十分

今現在の重要度：低
取組の度合い：不十分

今現在の重要度：低
取組の度合い：十分

都道府県

指定都市

市区町村（5千未満）

市区町村（5千～1万）

市区町村（1～5万）

市区町村（5～30万）

市区町村（30万以上）
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地方公務員に求められる能力（管理職）【団体区分ごとの差】

○ 各団体の回答について、項目ごとに抜粋 （解決策の企画・方針の提示）

今現在の重要度：高
取組の度合い：十分

今現在の重要度：高
取組の度合い：不十分

今現在の重要度：低
取組の度合い：不十分

今現在の重要度：低
取組の度合い：十分 都道府県

指定都市

市区町村（5千未満）

市区町村（5千～1万）

市区町村（1～5万）

市区町村（5～30万）
市区町村（30万以上）
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地方公務員に求められる能力（管理職）【団体区分ごとの差】

○ 各団体の回答について、項目ごとに抜粋 （折衝力及び調整力）

今現在の重要度：高
取組の度合い：十分

今現在の重要度：高
取組の度合い：不十分

今現在の重要度：低
取組の度合い：不十分

今現在の重要度：低
取組の度合い：十分

都道府県 指定都市

市区町村（5千未満）

市区町村（5千～1万）

市区町村（1～5万）

市区町村（5～30万）

市区町村（30万以上）
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地方公務員に求められる能力（管理職）【団体区分ごとの差】

○ 各団体の回答について、項目ごとに抜粋 （多様な職員のマネジメントを通じた組織目標の達成）

今現在の重要度：高
取組の度合い：十分

今現在の重要度：高
取組の度合い：不十分

今現在の重要度：低
取組の度合い：不十分

今現在の重要度：低
取組の度合い：十分

都道府県

指定都市

市区町村（5千未満）

市区町村（5千～1万）

市区町村（1～5万）

市区町村（5～30万）

市区町村（30万以上）
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地方公務員に求められる能力（管理職）【団体区分ごとの差】

○ 各団体の回答について、項目ごとに抜粋 （効率的な業務運営）

今現在の重要度：高
取組の度合い：十分

今現在の重要度：高
取組の度合い：不十分

今現在の重要度：低
取組の度合い：不十分

今現在の重要度：低
取組の度合い：十分

都道府県

指定都市

市区町村（5千未満）

市区町村（5千～1万）

市区町村（1～5万）

市区町村（5～30万）

市区町村（30万以上）

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

今
現
在
で
特
に
求
め
ら
れ
る

十分に取り組むことができていない

110



地方公務員に求められる能力（管理職）【団体区分ごとの差】

○ 各団体の回答について、項目ごとに抜粋 （業務配分や評価を通じた部下の育成）

今現在の重要度：高
取組の度合い：十分

今現在の重要度：高
取組の度合い：不十分

今現在の重要度：低
取組の度合い：不十分

今現在の重要度：低
取組の度合い：十分

都道府県

指定都市市区町村（5千未満）
市区町村（5千～1万）

市区町村（1～5万）

市区町村（5～30万）

市区町村（30万以上）
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地方公務員に求められる能力（管理職）【団体区分ごとの差】

○ 各団体の回答について、項目ごとに抜粋 （部下とのコミュニケーション力）

今現在の重要度：高
取組の度合い：十分

今現在の重要度：高
取組の度合い：不十分

今現在の重要度：低
取組の度合い：不十分

今現在の重要度：低
取組の度合い：十分

都道府県

指定都市 市区町村（5千未満）

市区町村（5千～1万） 市区町村（1～5万）

市区町村（5～30万）

市区町村（30万以上）
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地方公務員に求められる能力（管理職）【団体区分ごとの差】

○ 各団体の回答について、項目ごとに抜粋 （働きやすい職場環境作り）

都道府県

指定都市

市区町村（5千未満）

市区町村（5千～1万）

市区町村（1～5万）

市区町村（5～30万）

市区町村（30万以上）

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

今
現
在
で
特
に
求
め
ら
れ
る

十分に取り組むことができていない

今現在の重要度：高
取組の度合い：十分

今現在の重要度：高
取組の度合い：不十分

今現在の重要度：低
取組の度合い：不十分

今現在の重要度：低
取組の度合い：十分
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地方公務員に求められる能力（管理職）【団体区分ごとの差】

○ 各団体の回答について、項目ごとに抜粋 （コンプライアンス意識）

今現在の重要度：高
取組の度合い：十分

今現在の重要度：高
取組の度合い：不十分

今現在の重要度：低
取組の度合い：不十分

今現在の重要度：低
取組の度合い：十分

都道府県

指定都市

市区町村（5千未満）

市区町村（5千～1万）

市区町村（1～5万）

市区町村（5～30万）

市区町村（30万以上）
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地方公務員に求められる能力（管理職）【団体区分ごとの差】

○ 各団体の回答について、項目ごとに抜粋 （人間力及び指導力）

今現在の重要度：高
取組の度合い：十分

今現在の重要度：高
取組の度合い：不十分

今現在の重要度：低
取組の度合い：不十分

今現在の重要度：低
取組の度合い：十分

都道府県

指定都市

市区町村（5千未満）
市区町村（5千～1万）

市区町村（1～5万）

市区町村（5～30万）

市区町村（30万以上）
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組織運営・人事管理上の課題意識

○ 管理職を希望する職員が少ない（または減ってきている）と考えているかについて調査

○ 「そう思う」「少しそう思う」という回答が約７割

○ 理由について、「管理職の仕事が大変」「管理職の仕事をする自信がない、不安がある」という回答が８割以上

（「そう思う」及び「少しそう思う」）

（自由記述）議会対応、中途退職者の増加による中堅職員の減少、責任を持ちたくない、管理職選考への対応

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全団体合計

そう思う 少しそう思う どちらとも言えない あまりそう思わない 思わない

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ア それは、管理職の仕事が大変だから。

イ それは、管理職の仕事をする自信がない、不安があるから。

エ それは、処遇が見合っていないから。

ウ それは、管理職の仕事にやりがいを感じないから。

オ それは、ワーク・ライフ・バランスが取れないから。

カ それは、部下とのコミュニケーションに不安を感じているから。

キ それは、ハラスメント対策に不安を感じているから。

ク それは、目標となる管理職がいないから。

そう思う 少しそう思う どちらとも言えない あまりそう思わない 思わない
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組織運営・人事管理上の課題意識

○ 人事部門において組織運営・人事管理上の課題と考えていることについて調査

○ 「人事部門の組織・体制」について、約５割が不十分と回答（「あまりそう思わない」及び「思わない」）

その他、課題と考えていること（自由回答）

○ メンタル不調者が増加 ○ 人員不足、志望者減 ○ 技術職員の確保 ○ 人事担当業務のDX化が進んでいない

○ 人事管理がシステム化されていないことなどから，属人的かつアナログな作業となっている ○ 女性職員の管理職登用

○ 人事情報が整理できていない。整理と活用の具体的なマニュアルがほしい

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

エ 人事部門の組織・体制は十分である。

イ 職員の適性や能力を十分に把握、分析できている。

ウ 職員の適性や能力を十分に把握・分析した上で人員配置を行うことができている。

ア 職員の人事情報を十分に活用できている。

そう思う 少しそう思う どちらとも言えない あまりそう思わない 思わない
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組織運営・人事管理上の課題意識

○ 組織運営・人事管理に関する課題の把握や取組の効果を分析するために、職員にアンケートなどの調査を実施している

かについて調査

○ 「これまでに実施している」「初めて実施する予定」という回答が４割以上

○ 実施していない理由について、 「実施する時間や体制が十分ではない」「どのような内容にするべきか分からない」

「実施する方法が分からない」という回答が多かった

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全団体合計

これまでに実施している 初めて実施する予定 今後実施したい 実施する予定はない

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ウ 実施する時間や体制が十分ではないため。

イ どのような内容にするべきか分からないため。

ア 実施する方法が分からないため。

オ 必要性がないと考えているため。

エ 費用がかかるため。

そう思う 少しそう思う どちらとも言えない あまりそう思わない 思わない 118



組織運営・人事管理上の課題意識（MVV）

○ MVV（ミッション・ビジョン・バリュー） の作成状況を調査

○ 「作成している」「作成する予定」という回答が約３割

○ 市区や町村に比べて、都道府県や指定都市は、作成している団体の割合が大きい（約７割が「作成している」「作成

する予定」）

○ 市区や町村においても、「作成している」「作成する予定」に「作成したい」団体の割合も加えると、約４割を超えている

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全団体合計

作成している 作成する予定 作成したい 作成する予定はない

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県

指定都市

市区

町村

作成している 作成する予定 作成したい 作成する予定はない

※MVV
組織の理念や運営方針を言語化したもの。必ずしも名称がこのとおりでなくてもよく、３つがそろっている必要も
ないが、組織の使命・目標、理想像や中長期的目標、組織の価値観や具体的行動指針を言語化したものを対象
とする。職員個人の在り方に関する「職員像」は該当しない。
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組織運営・人事管理上の課題意識（MVV）【団体区分ごとの差】

○ MVV（ミッション・ビジョン・バリュー） の作成状況を団体区分ごとに表示

○ 市区町村（30万以上、5～30万）は、４割以上が「作成している」「作成する予定」と回答

○ 市区町村（1～5万）は、約３割が「作成している」「作成する予定」と回答

○ 市区町村（5千～1万、5千未満）では、「作成している」「作成する予定」という回答が２割以下

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

都道府県

指定都市

市区町村（30万以上）

市区町村（5～30万）

市区町村（1～5万）

市区町村（5千～1万）

市区町村（5千未満）

作成している 作成する予定 作成したい 作成する予定はない
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組織運営・人事管理上の課題意識（MVV）

○ MVVを作成するにあたり重要なことについて、「首長や幹部などトップ層がリーダーシップを発揮すること」「アンケートや

ヒアリングにより職員の声を把握すること」という回答が約８割（「そう思う」及び「少しそう思う」）

○ MVVを作成した後の活用状況について、約６割が「人事評価との連携など、業務への関連付けの取組を行っている」、

約３割が「作成したMVVを採用活動に活用している」と回答（「そう思う」及び「少しそう思う」）

○ 作成していない（する予定はない）理由について、 「作成する時間や体制が十分ではない」 「どのような内容にするべきか

分からない」 「作成する方法が分からない」という回答が多かった

（「作成したい」「作成する予定はない」と回答した団体）MVVを作成していない、作成する予定はない理由

（「作成している」「作成する予定」と回答した団体）
MVVを作成するにあたり重要であると考えること

（「作成している」と回答した団体）
MVVを作成した後の活用状況

0% 10%20%30%40%50%60%70%80%90%100%

イ 首長や幹部などトップ層がリーダーシップを発揮すること。

ウ アンケートやヒアリングにより職員の声を把握すること。

エ 検討を行うための人員体制を確保すること。

ア 他自治体等の作成している事例を把握すること。

オ 外部の有識者等から意見を聴取すること。

そう思う 少しそう思う どちらとも言えない あまりそう思わない 思わない

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ウ 作成する時間や体制が十分ではないため。

イ どのような内容にするべきか分からないため。

ア 作成する方法が分からないため。

エ 費用がかかるため。

オ 必要性はないと考えているため。

そう思う 少しそう思う どちらとも言えない あまりそう思わない 思わない

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ア 人事評価との連携など、業務への関
連付けの取組を行っている。

イ 作成したMVVを採用活動に活用して
いる。

そう思う 少しそう思う どちらとも言えない あまりそう思わない 思わない
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組織運営・人事管理上の課題意識（人材ポートフォリオ）

○ 人材ポートフォリオの作成状況を調査

○ 「作成している」「作成する予定」という回答は約５％

○ いずれの団体区分においても、「作成している」「作成する予定」に「作成したい」団体の割合も加えると、

約３割を超えている

※人材ポートフォリオ
必要な人材像（マネジメント人材、スペシャリスト人材など）を明らかにした上で、組織内のどこに（ポジション等）、
どの程度（人数、在職年数）存在しているかという組織の人材構成を分析し、可視化したもの。
現在の人材構成に加え、将来的な想定を行っているものも対象とする。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県

指定都市

市区

町村

作成している 作成する予定 作成したい 作成する予定はない

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全団体合計

作成している 作成する予定 作成したい 作成する予定はない
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組織運営・人事管理上の課題意識（人材ポートフォリオ）【団体区分ごとの差】

○ 人材ポートフォリオの作成状況を団体区分ごとに表示

○ 都道府県、指定都市、市区町村（30万以上、5～30万）では、 「作成している」「作成する予定」という回答が約１割

○ 市区町村（1～5万、5千～1万、5千未満）では、 「作成している」「作成する予定」という回答が５％以下

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

都道府県

指定都市

市区町村（30万以上）

市区町村（5～30万）

市区町村（1～5万）

市区町村（5千～1万）

市区町村（5千未満）

作成している 作成する予定 作成したい 作成する予定はない
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組織運営・人事管理上の課題意識（人材ポートフォリオ）

○ 人材ポートフォリオを作成した後の活用状況について、８割以上が「人事異動に活用している」「人材育成に活用して

いる」、約６割が「職員の採用に活用している」と回答

○ 作成していない理由としては、 「作成する時間や体制が十分ではない」 「どのような内容にするべきか分からない」

「作成する方法が分からない」という回答が多かった

（「作成している」と回答した団体）
人材ポートフォリオを作成した後の活用状況

（「作成したい」「作成する予定はない」と回答した団体）
人材ポートフォリオを作成していない、作成する予定はない理由

0% 20% 40% 60% 80%100%

イ 人事異動に活用している。

ウ 人材育成に活用している。

ア 職員の採用に活用している。

はい いいえ

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ウ 作成する時間や体制が十分ではないため。

イ どのような内容にするべきか分からないため。

ア 作成する方法が分からないため。

エ 費用がかかるため。

オ 必要性がないと考えているため。

そう思う 少しそう思う どちらとも言えない あまりそう思わない 思わない
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組織運営・人事管理上の課題意識（タレントマネジメントシステム）

○ タレントマネジメントシステムの導入状況を調査

○ 「導入している」「導入する予定」という回答が約１割

○ 市区や町村に比べて、都道府県や指定都市は導入している団体の割合が大きい

○ 市区や町村においても、「導入している」「導入する予定」に「導入したい」団体の割合も加えると、約３割を超えている

※タレントマネジメントシステム
職員が持つ能力やスキル等の人材情報を組織における採用や配置、育成に活用するタレントマネジメントを実現
するため、職員に関する情報を一元管理するもの。具体的機能としては、「人材データの一元管理データベース」
「人事評価」「アンケート機能」「人事配置（及び配置シミュレーション）」「研修履歴管理」等を備えたシステムやソフト
ウェアを対象とする。また、自治体が独自に開発したものや、市販のクラウドシステム等を対象とする。上記機能が
すべてそろっている必要はないが、「出退勤管理」や「人事評価」のみのシステムやソフトウェアなど、単機能のもの
は該当しない。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県

指定都市

市区

町村

導入している 導入する予定 導入したい 導入する予定はない

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全団体合計

導入している 導入する予定 導入したい 導入する予定はない
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組織運営・人事管理上の課題意識（タレントマネジメントシステム）【団体区分ごとの差】

○ タレントマネジメントシステムの導入状況を団体区分ごとに表示

○ 都道府県は５割以上、指定都市は４割以上が「導入している」「導入する予定」と回答

○ 市区町村（30万以上、5～30万）は、約２割が「導入している」「導入する予定」と回答

○ 市区町村（1～5万、5千～1万、5千未満）では、 「導入している」「導入する予定」という回答が１割以下

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

都道府県

指定都市

市区町村（30万以上）

市区町村（5～30万）

市区町村（1～5万）

市区町村（5千～1万）

市区町村（5千未満）

導入している 導入する予定 導入したい 導入する予定はない
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組織運営・人事管理上の課題意識（タレントマネジメントシステム）

○ タレントマネジメントシステムを導入した後の活用状況について、８割以上が「人材データの一元管理のデータベースに

活用」、約６割が「人事配置（及び配置シミュレーション）に活用」「研修履歴管理に活用」 「人事評価に活用」 、

約４割が「アンケート機能を活用」と回答

○ 導入していない理由としては、 「導入に向けた検討・準備を行う時間や体制が十分ではない」 「費用がかかる」「システム

導入までの流れが分からない」 「システム導入後、上手く使いこなすことができるか不安」という回答が多かった

（「導入している」と回答した団体）
タレントマネジメントシステムを導入した後の活用状況

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ア 人材データの一元管理のデータ
ベースに活用している。

エ 人事配置（及び配置シミュレー
ション）に活用している。

オ 研修履歴管理に活用している。

イ 人事評価に活用している。

ウ アンケート機能を活用している。

はい いいえ

0% 10%20%30%40%50%60%70%80%90%100%

オ 導入に向けた検討・準備を行う時間や体制が十分で
はないため。

カ 費用がかかるため。

ウ システム導入までの流れが分からないため。

エ システム導入後、上手く使いこなすことができるか不安
を感じるため。

ア 既存の業務方法の変更が困難であるため。

イ データ流出や破損のリスクがあるため。

キ 必要性がないと考えているため。

そう思う 少しそう思う どちらとも言えない あまりそう思わない 思わない

（「導入したい」「導入する予定はない」と回答した団体）
タレントマネジメントシステムを導入していない、導入する予定はない理由
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組織運営・人事管理上の課題意識（その他）

○ 取組を検討するにあたっての問題意識について、「職員の質的、量的変化に対応する」「離職を防止する」

「首長や幹部などトップ層のリーダーシップ」 「採用の困難化に対応する」という回答が多かった

具体的な取組を検討するにあたっての問題意識
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

エ 職員の質的、量的変化に対応するため。

カ 離職を防止するため。

ア 首長や幹部などトップ層のリーダーシップによる。

オ 採用の困難化に対応するため。

ウ 国や他の地方公共団体等の取組を参考にした。

イ 職員からのニーズがあった。

そう思う 少しそう思う どちらとも言えない あまりそう思わない 思わない
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組織運営・人事管理上の課題意識（その他）

（自由記述）

【人事配置】

○ 職員が希望部署等の所属長に対して、自己PRすることができるなどの、「ジョブチャレンジ制度」を開始

○ 定期的なヒアリング ○ 自己申告制度

【システム】

○ 業者へ委託し、職員のエンゲージメント向上に向けた取り組みを行っている ○ 勤怠管理システムを導入

○ 新たな人事管理システムの構築について検討を開始

【勤務形態】

○ フレックスタイム制 ○ 在宅勤務制度や時差出勤制度など、職員が多様で柔軟な働き方を選択できる制度の導入

【その他】

○ 研修の実施 ○ 採用試験の見直し ○ SPI検査を導入 ○ メンター制度やOB・OGが面談する等の取り組み

○ 自所属以外の業務に従事することを可能とする制度

○ その他の組織運営・人事管理の課題に対して実施している取組について調査
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目的
公務員部内の職員（地方自治体からの出向者及び研修生）から、各地方自治体の実情

や、職員と同世代の者の、就職における視点・考え方を把握すること。

対象者
公務員部内の職員（地方自治体からの出向者及び研修生（係長～事務官級））

計33名（令和6年度在籍者：17名、令和7年度着任者：16名）

期間
令和6年度在籍者：令和7年2月10日～14日・3月10日～21日

令和7年度着任者：令和7年4月8日～18日

手法
Microsoft word（令和6年度在籍者初回アンケート）

Microsoft Forms（令和6年度在籍者補充アンケート・令和7年度着任者アンケート）

地方自治体職員の採用・確保に関する公務員部内アンケート
参考資料６
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業務内容 給与水準が高いこと 勤務地 超過勤務・深夜勤務が

少ないこと

柔軟な働き方（フレックスタイム

・テレワーク）の実践

業務効率化・DXが

進んでいること

育児・介護のための

両立支援の充実

転勤の頻度が少ないこと 年齢・勤続年数にとらわれない

処遇（ポスト・給与）

キャリアアップに資する経験

（転職も視野）

その他

職員本人・各選択肢の順位付け（各選択肢について当該順位を付けた職員数）の状況

5位

4位

3位

2位

1位

• 職員本人が就職先を検討・選択する際に重視した視点を調査【部分順位付け（上位５つまで選択） 】 。

• 「業務内容」に次いで「勤務地」が、就職先の検討・選択において重視される傾向。

• 「転勤の頻度」や「育児・介護のための両立支援」も、考慮要素として挙げられる傾向。

• 「その他」では、（事業の）安定性、社会的信用の高さ、研修や資格取得助成の充実等が考
慮要素として挙げられた。

単位：人

職員本人の就職先の検討に関する質問①
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単位：pt

（1位=5pt、2位=4pt…、ランク外=0ptと換算）

職員本人の就職先の検討に関する質問②
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20代 30代

職員本人・各観点の重要度（各職員の付した順位を点数化し、観点ごとに点数を積み上げた結果）の比較

合計 / 業務内容

合計 / 給与水準が高いこと

合計 / 勤務地

合計 / 超過勤務・深夜勤務が少ないこと

合計 / 柔軟な働き方（フレックスタイ

ム・テレワーク）の実践

合計 / 業務効率化・DXが進んでいること

合計 / 育児・介護のための両立支援の充

実

合計 / 転勤の頻度が少ないこと

合計 / 年齢・勤続年数にとらわれない処

遇（ポスト・給与）

合計 / キャリアアップに資する経験（転

職も視野）

合計 / その他
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地方公務員の「業務内容」に関する評価

• 職員本人が就職先の検討時に重視した観点である「業務内容」について、地方公務員の「業
務内容」に関する評価を調査【自由記述】 。

• 肯定的な評価としては、「公益・公共性」「住民（市民）との近さ」「地域（地元）への貢
献」が言及される傾向。

• さらに、「視野・業務の幅広さ」（様々な切り口（分野）から貢献できる）を肯定的に捉え
る意見もあり。

• 一方で、この「視野・業務の幅広さ」を「分野が多岐にわたり、抽象的なイメージしか持て
ない」と捉える意見もあり。

（参考）回答内の頻出語句を抽出した結果（https://lab.fanbright.jp/wordcloud/text）
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地方公務員の「専門性」に関する評価

• 職員の周囲の者（同時期に就職活動を行った者）で、地方公務員の業務の専門性に関する否定的な
意見を聞いたことがあるかどうか、またその理由に関して調査【選択式・理由については自由記述】。

• 周囲の者から地方公務員の仕事の「専門性」に関する否定的な評価を聞いたことがある職員
は、約2割。

• 理系学部出身者や法曹分野志望者からは、その者の専門知識を直接活用できるかという観点
で、専門性に乏しいと評価。

• 「事務仕事である」、「部署異動が多く業務内容が多岐」であることから専門性に乏しいと
判断している、との意見あり。

18.8%

81.3%

あなたの周囲（同時期に就職活動を行った方）で「地方公務員の業務

は専門性が欠ける」といった意見を表明する者はいましたか。

合計はい 合計いいえ
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9

5

8

7

3

就職先を選ぶに当たり、

「給与水準」以上に重要な観点があった

就職先を選ぶに当たり、

そもそも「給与水準」に関心がなかった

地方公務員を就職先として検討しており、

地方公務員の「給与水準」に期待していなかったので重視しなかった

地方公務員を就職先として検討しており、

地方公務員の「給与水準」は十分だと考えていた

その他

あなたが就職先を検討する際、「給与水準」に関して持っていた認識は次のどれに該当しますか。

• 職員本人が就職先の検討時に相対的に重視しない傾向にある「給与水準」について、認識を
調査【選択式】 。

• 大きな傾向として、①業務内容等他の考慮要素を重視、②地方公務員の給与水準に期待して
いない、③給与水準は十分、という認識の順序。

• その他としては、「地方公務員間で給与を比較した」「最低限の給与水準が確保できれば良
い」といった回答あり。

地方公務員の「給与水準」に対する認識

単位：人
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就職先の検討において「勤務地」を重視する理由

• 職員本人が就職先の検討時に重視した考慮要素である「勤務地」について、どのような観点
で重視していたかを調査【自由記述】 。

• 地元（出身地）で働きたい、自宅または実家と近いなど、地方公務員になる（になりたい）
者の地元志向を反映した回答多数。

• 転勤に関しては、一定のエリア内の異動で収まる点を肯定的に評価し、許容する傾向。

• 結果的に地元の地方自治体を選択したと思われる職員の場合も、土地勘という観点で、「大
学所在地・学生時代の生活圏内」の地方自治体を検討していたという回答も見られた。

（参考）回答内の頻出語句を抽出した結果（https://lab.fanbright.jp/wordcloud/text）
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公務員試験の実施時期と民間の就職活動スケジュール①

• 職員本人及び周囲の者（同時期に就職活動を行った者）について、公務員試験の実施時期と民間の
就職活動スケジュールのずれによる影響を調査【選択式】 。

• 職員本人の場合は、4割強が公務員試験に対するモチベーションに影響を受けたと回答。

• 周囲の者（同時期に就職活動を行った者）に関しては、回答した職員のうち約4分の1が、民間企業
からの内定を理由に公務員試験の受験を取り止めた例を把握。

• 年代別では、20代職員（及びその周囲の者）において、顕著な傾向。

45.5%

54.5%

公務員試験の実施時期が民間の就活スケジュールよりも遅いことは、

あなたの試験に対するモチベーションに影響を与えましたか。

（全体）

はい いいえ

24.2%

75.8%

あなたの周囲の方（同時期に就職活動を行った方）の中に、先に民間

の内定が出たことを理由に公務員試験の受験を取り止めた方はいまし

たか。（全体）

はい いいえ
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公務員試験の実施時期と民間の就職活動スケジュール②

38.1%

61.9%

公務員試験の実施時期が民間の就活スケジュールよりも遅いことは、

あなたの試験に対するモチベーションに影響を与えましたか。

（30代）

はい

いいえ

54.5%

45.5%

公務員試験の実施時期が民間の就活スケジュールよりも遅いこと

は、あなたの試験に対するモチベーションに影響を与えましたか。

（20代）

はい

いいえ

19.0%

81.0%

あなたの周囲の方（同時期に就職活動を行った方）の中に、先に

民間の内定が出たことを理由に公務員試験の受験を取り止めた方

はいましたか。（30代）

はい

いいえ

36.4%

63.6%

あなたの周囲の方（同時期に就職活動を行った方）の中に、先に

民間の内定が出たことを理由に公務員試験の受験を取り止めた方

はいましたか。（20代）

はい

いいえ
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✓ 多くの人から｢選ばれる｣公務

✓ 働きやすく成長を実感できる公務

✓ 年次に縛られず

「公務の危機は、国民の危機」

人事行政諮問会議 最終提言 ～ 未来をつくるための改革を、今 ～

２０２５年３月

危機的状況にある公務の人材確保
国民生活に大きな影響

国際社会での日本の影響力低下（公務志望者の減少、若手職員の離職増加）

公務組織の生産性を高めつつ、国の未来を支えるため、
人材マネジメントのパラダイムシフトを

✓ 使命感を持って意欲的に働ける公務

新たな公務の世界

実現のため、早急に具体的取組を

実力本位で活躍できる公務

参考資料７
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新時代の人事管理を実現するための具体的施策 （１）

✓ 「国家公務員行動規範」の策定と周知・啓発

✓ 官民給与の比較対象となる企業規模の引上げ

✓ 政策の企画立案・調整等の職務に見合った外部労働市場も考慮した

給与水準の設定

✓ 納得感と成長につながる評価の実効性向上とマネジメント力の養成

✓ 初任管理職の給与水準の引上げ／在級期間の廃止

① 「国民を第一」に考えた行動

② 「中立・公正」な立場での職務遂行

③ 「専門性と根拠」に基づいた客観的判断

使命感を持って意欲的に働ける公務

年次に縛られず実力本位で活躍できる公務
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新時代の人事管理を実現するための具体的施策 （２）

✓ 業務効率化と長時間労働の改善

✓ 短時間勤務の拡大と裁量勤務の導入

✓ 資格取得の支援や兼業・副業の後押し

✓ 転勤する職員へのインセンティブの充実

✓ オンライン試験の導入／採用プロセスにおけるインターンシップの活用

✓ 地元志向のニーズに応える採用スキーム

✓ 公務の戦略的ブランディングの推進

✓ 公務内外の人材に魅力的な公務の実現

働きやすく成長を実感できる公務

多くの人から｢選ばれる｣公務
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提言内容の実現のために

各府省の人事担当部署のマンパワーが限られる中で、

提言内容を着実に実施していくための人事院としての取組

✓ 工程表の作成、取組の進捗状況の定期的なモニタリング

✓ 各府省の運用状況を継続的に把握するためのサーベイの実施

✓ 給与制度を始めとした簡明な制度設計や各府省の裁量拡大

✓ 各府省の人事管理実務に対する人材面での支援

人事院・内閣人事局のリーダーシップの発揮と連携強化
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採用10年未満の退職者数（総合職試験）

総合職試験（院卒者試験・大卒程度試験）

一般職試験（大卒程度試験）

公務員人事管理の現状と課題

国家公務員の

人材確保は

危機的な状況

⚫ 採用試験申込者数の減少

⚫ 若年層職員の離職の増大

直近では、総合職試験採用者が

200人超離職

✓ 生産年齢人口の減少 ✓ 若年層のキャリア意識の変化✓ 勤務環境・処遇面での魅力の低下

主な背景

10年前と比べ、総合職試験・

一般職試験いずれも 約３割減

参考

203人

66人

24,240人

18,333人

35,640人

24,297人

2024年度

2023年度

2015年度

2014年度

※22歳人口は、近年大きな変動なく推移

2023年
116.3万人

2015年
115.9万人
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